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１ 調査の概要 

（１）目的 

このアンケート調査は、令和５年度からの新しい総合計画（第７次基本計画）の策定に向けて、今後のま

ちづくりの方向性や具体的な施策の検討に参考とするために実施した。 

 

（２）調査対象 

苫小牧市内にある事業所2,000件 （無作為抽出） 

※総務省統計局より母集団情報の利用承認を得たうえで、統計法の規定に基づく「事業所母集団データベ

ース」（令和元年次フレーム）より対象事業所を抽出・集計。 

 

（３）調査項目 

問 1 所在地 

問 2 立地してからの年数 

問 3 業種 

問 4 従業員数 

問 5 立地条件の苫小牧市と他市の比較 

問 6 事業環境の満足度と重要度 

問 6-2 特に重要度が高いもの 

問 7 経営課題 

問 8 今後取り組む必要があること 

問 9 苫小牧市の産業の活性化 

問10 勤労者対策 

 

問11 人口減少の実感 

問12 人口が減少することでの影響 

問13 人口減少に対する施策 

問14 胆振東部地震や東日本大震災の発生による、

防災対策への関心度の変化 

問15 ①事業所で取り組みが必要と感じる 

防災対策 

②実際に取り組んだ防災対策 

問16 新型コロナウイルス感染症の影響 

問17 コロナ禍での事業継続のための取組 

問18 必要な支援 

問19 カーボンニュートラルの取組状況 

 

（４）調査方法 

郵送調査法（調査票の郵送配布・郵送回収） 

自記式（対象者自身による記入）またはＷｅｂ回答 

 

（５）調査時期 

令和４年１月７日～令和４年２月１６日 

 

（６）回収率 

配布数 2,000 件 

有効回収数 758 件 

回収率 37.9 ％ 

 

（７）留意事項 

〇無回答は、集計母数から除外している。 

〇本文中の表における比率は、少数点第２位を四捨五入したため、個々の比率の合計が100.0％にならない

場合がある。 

【語句の補足】 

〇N：Number（ナンバー）の略。サンプル数を表す。 N＝100 の場合、サンプル数が100 件となる。 
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３ 調査結果 

（１）回答事業所の属性 

ア 所在地 

事業所の所在地は、西部が23.4％、中央部が51.6％、東部が25.0％となっている。 

属性別にみると、業種別では、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「製造業」は「東部」の割合が高く、

それ以外は「中央部」の割合が高くなっている。従業員規模別では、規模が小さくなるほど「西部」の割

合が高くなっている。 
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33.3%
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11.7%

16.7%

19.4%

33.3%

13.3%

35.0%

21.7%

18.8%

25.0%

33.3%

38.5%

30.0%

13.7%

7.0%

27.7%

24.5%

16.9%

17.4%

10.3%

51.6%

33.3%

33.3%

41.5%

38.8%

52.4%

100.0%

45.0%

69.4%

68.1%

52.4%

66.7%

35.0%

83.3%

52.2%

50.0%

50.0%

47.6%

42.3%

50.0%

70.6%

50.0%

67.4%

45.0%

51.8%

63.1%

47.8%

65.5%

25.0%

33.3%

66.7%

22.4%

49.3%

19.0%

43.3%

13.9%

12.5%

14.3%

20.0%

30.0%

16.7%

26.1%

31.3%

25.0%

19.0%

19.2%

20.0%

15.7%

50.0%

25.6%

27.3%

23.8%

20.0%

34.8%

24.1%

全体（N=740）

農業・林業（N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業（N=3)

建設業（N=147)

製造業（N=67)

電気・ガス・水道（N=21)

情報通信業（N=3)

運輸業・郵便業（N=60)

卸売業（N=36)

小売業（N=72)

金融業・保険業（N=21)

不動産業・物品賃貸業（N=15)

学術研究等（N=20)

宿泊業（N=6)

飲食サービス業（N=23)

生活関連サービス（N=16)

娯楽業（N=4)

教育・学習支援業（N=21)

医療（N=52)

福祉（N=50)

他サービス（N=51)

他公務（N=2)

その他（N=43)

5名以下（N=249)

6～20名（N=282)

21～50名（N=130)

51～100名（N=46)

101名以上（N=29)

業
種

従
業

員
数

所在地

西部 中央部 東部
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イ 立地年数 

立地年数では、「21年以上」が67.2％と全体の７割近くを占め、次いで、「11～20年」(19.6％)、「3～

10 年」(12.5％)となっている。 

属性別にみると、所在地別では大きな差はみられないが、業種別では、特に「娯楽業」「飲食・サービ

ス業」「福祉」において、立地年数の短い事業所の割合がやや高くなっている。従業員規模別では、規模

の小さな事業所において、立地年数の短い事業所の割合がやや高くなっている。 
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12.9%
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33.3%
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25.8%

10.0%

16.9%

14.3%

25.4%

6.7%

28.6%

33.3%

21.7%

18.8%

75.0%

23.8%

26.0%

34.0%

19.6%

18.6%

26.8%

19.3%

11.7%

14.9%

3.4%

67.2%

66.9%

70.1%

61.0%

33.3%

100.0%

74.8%

68.2%

80.0%

100.0%

74.6%

82.9%

59.2%

95.2%

80.0%

57.1%

50.0%

43.5%

62.5%

25.0%

61.9%

56.0%

36.0%

72.5%

100.0%

69.8%

56.5%

66.8%

80.5%

78.7%

86.2%

全体(N=734)

西部（N=172）

中央部（N=378）

東部（N=182）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=147)

製造業(N=66)

電気・ガス・水道(N=20)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=59)

卸売業(N=35)

小売業(N=71)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=23)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=50)

他サービス(N=51)

他公務(N=2)

その他(N=43)

5名以下(N=246)

6～20名(N=280)

21～50名(N=128)

51～100名(N=47)

101名以上(N=29)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

立地年数

3年未満 3～10年 11～20年 21年以上
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ウ 業種 

回答事業所の業種は、「建設業」が19.9％で最も高く、次いで「小売業」(9.8％)、「製造業」(9.1％)

となっている。 

属性別にみると、従業員規模「101 名以上」及び所在地「東部」の事業所で「製造業」の割合が高くな

っている。また、「西部」で「建設業」が、「中央部」で「小売業」「飲食・サービス業」がそれぞれ他

地域より高くなっている。 

 

 

その他の回答 

・自動車販売、整備 ・非鉄金属リサイクル ・経済団体 ・認定こども園（教育・福祉）  

・委託による代理店支援、法人営業、ネットワーク品質管理 ・石油類の保管、受払作業の請負 

・輸出業 ・士業 ・石材店 ・広告業 ・総合商社 ・非営利団体 ・窯業 ・警備業  

・宗教法人 ・港湾運送関連 ・発電所の運転管理業務受託（技術員の派遣） ・倉庫業 

・空調機器のメンテナンス ・鉄工業 ・船舶修理   など 
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5.6%

0.8%
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0.5%

0.5%

0.5%
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0.8%
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2.8%

0.7%

7.0%

2.1%

6.9%

7.0%

11.6%

5.8%

5.5%

8.1%

7.5%

4.7%

4.3%

10.3%

6.8%

8.7%

6.5%

5.5%

1.6%

7.1%

14.7%

12.8%

3.4%

6.9%

4.1%

9.4%

4.4%

6.5%

7.1%

7.8%

4.3%

10.3%

0.3%

0.3%

0.5%

0.4%

0.8%

5.8%

1.7%

7.6%

6.0%

5.6%

6.0%

2.3%

14.9%

6.9%

全体(N=738)

西部（N=172）

中央部（N=382）

東部（N=182）

5名以下(N=248)

6～20名(N=281)

21～50名(N=129)

51～100名(N=47)

101名以上(N=29)

所
在

地
従

業
員

数

業種

農業・林業 漁業 鉱業・採石業・砂利採取業
建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 運輸業・郵便業 卸売業
小売業 金融業・保険業 不動産業・物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス 宿泊業 飲食サービス業
生活関連サービス業 娯楽業 教育・学習支援業
医療 福祉 その他サービス業
その他公務 その他
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エ 従業員規模 

従業員数は、「6名～20名」が38.3％で最も多く、次いで「5名以下」(33.7％)、「21名～50名」

（17.6％）となっており、50名以下が全体の８割を占める。 

属性別にみると、業種別では、「製造業」「情報通信業」で51人以上の事業所の割合が高くなってい

る。 
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16.4%

19.0%

23.3%
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15.5%

4.8%
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50.0%

13.0%
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25.0%

42.9%

11.5%

38.0%

19.6%

50.0%

7.0%

6.4%

4.7%

5.8%

8.7%

4.1%

11.9%

9.5%

33.3%

6.7%

2.9%

1.4%

4.8%

13.3%

9.5%

6.3%

4.8%

3.8%

12.0%

3.9%

16.3%

3.9%

1.8%

5.0%

3.8%

1.4%

11.9%

33.3%

3.3%

5.6%

4.3%

9.5%

5.8%

2.0%

5.9%

4.7%

全体(N=738)

西部（N=171）

中央部（N=381）

東部（N=184）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=146)

製造業(N=67)

電気・ガス・水道(N=21)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=60)

卸売業(N=35)

小売業(N=71)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=23)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=52)

福祉(N=50)

他サービス(N=51)

他公務(N=2)

その他(N=43)

所
在

地
業

種

従業員数

5名以下 6名～20名 21名～50名 51名～100名 101名以上
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（２）立地場所としての苫小牧市の評価 

ア 評価 

立地場所としての苫小牧市の評価については、「大変良い」(15.8％)、「やや良い」(31.5％)を合わせ

て、全体の47.3％が良いと感じている。 

属性別にみると、業種別では、「娯楽業」「飲食・サービス業」「福祉」において「やや悪い」との回

答割合が高くなっている。また、従業員規模別では、「101名以上」の事業所で「大変良い」「やや良い」

の回答割合が高くなっている。 
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31.5%

25.7%

32.0%

35.4%

33.3%

33.8%

39.4%

23.8%

33.3%

37.9%

19.4%

31.4%

33.3%

33.3%

15.0%

33.3%

18.2%

25.0%

25.0%

25.0%

37.3%

34.7%

31.3%

27.5%

22.7%

34.5%

36.7%

41.3%

32.1%

44.7%

52.1%

42.9%

41.6%

33.3%

50.0%

42.8%

30.3%

61.9%

48.3%

50.0%

54.3%

38.1%

33.3%

50.0%

50.0%

45.5%

62.5%

25.0%

50.0%

43.1%

38.8%

39.6%

50.0%

55.0%

54.1%

38.9%

43.0%

41.3%

35.7%

6.9%

8.4%

5.3%

8.4%

6.9%

6.1%

4.8%

3.4%

2.8%

7.1%

6.7%

5.0%

13.6%

50.0%

5.0%

9.8%

18.4%

4.2%

2.5%

7.9%

6.5%

6.3%

14.3%

1.1%

2.4%

0.5%

1.1%

33.3%

1.4%

1.4%

9.1%

6.3%

2.5%

2.9%

0.8%

全体(N=734)

西部（N=167）

中央部（N=375）

東部（N=178）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=2)

建設業(N=145)

製造業(N=66)

電気・ガス・水道(N=21)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=58)

卸売業(N=36)

小売業(N=70)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=20)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=22)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=20)

医療(N=51)

福祉(N=49)

他サービス(N=48)

他公務(N=2)

その他(N=40)

5名以下(N=242)

6～20名(N=275)

21～50名(N=128)

51～100名(N=46)

101名以上(N=28)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

立地条件

大変良い やや良い ふつう やや悪い 大変悪い
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イ 前回調査との比較 

平成28年度調査との比較では、良いとする回答（「大変良い」＋「やや良い」）の割合が1.6ポイント減

少している一方で、悪いとする回答（「やや悪い」+「大変悪い」）の割合が0.8ポイント減少しており、

その分だけ、「ふつう」と答えた割合が増加している。 

 

 

14.7%

15.8%

34.2%

31.5%

42.2%

44.7%

7.3%

6.9%

1.5%

1.1%

平成28年度

令和3年度

平成28年度との比較

大変良い やや良い ふつう やや悪い 大変悪い

-7-



（３）事業環境の満足度と今後の重要度 

ア 現状の満足度 

事業環境の現状の満足度について、「普通」との回答割合が比較的高いが、不満がある回答（「不満」

＋「やや不満」）と満足している回答（「満足」＋「やや満足」）の割合を比較すると、満足よりも不満

の割合の方が高いものは、順に「労働力確保の容易性」、「公共交通の利便性」、「産学官の連携」、

「再生可能エネルギー入手の容易性」、「事業所に対する支援制度」となっている。 

一方、満足している割合の方が高いものは、順に「高速道路へのアクセス」、「新千歳空港へのアクセ

ス」、「港湾・物流機能」、「周辺の自然環境」、「事業用地確保の容易性」となっている。 

 

 

 

 

5.8%

3.4%

5.1%

3.3%

7.8%

38.3%

29.9%

14.1%

3.6%

1.2%

15.0%

4.3%

1.2%

1.6%

2.0%

2.0%

0.9%

22.7%

14.3%

10.2%

9.9%

23.4%

37.1%

37.8%

33.4%

16.8%

4.1%

28.9%

20.1%

8.7%

6.3%

11.0%

12.7%

5.2%

50.3%

57.4%

46.6%

32.2%

39.4%

22.0%

26.2%

35.6%

53.8%

34.0%

46.8%

62.8%

52.3%

59.0%

55.0%

61.7%

47.5%

7.9%

10.1%

3.8%

29.5%

20.6%

1.5%

4.0%

1.7%

7.7%

35.4%

5.8%

8.6%

13.0%

11.1%

13.4%

12.7%

10.5%

2.3%

2.3%

1.7%

21.8%

7.7%

0.8%

0.7%

2.9%

20.5%

1.6%

1.2%

6.5%

3.6%

7.2%

4.2%

3.7%

11.0%

12.6%

32.6%

3.3%

1.1%

1.1%

1.3%

14.5%

15.1%

4.8%

1.9%

3.1%

18.2%

18.5%

11.4%

6.6%

32.1%

事業用地確保の容易性(N=744)

地価の低廉さ(N=746)

工業用水(N=745)

公共交通の利便性(N=749)

道路交通網(N=752)

高速道路へのアクセス(N=754)

新千歳空港へのアクセス(N=753)

港湾・物流機能(N=751)

原材料や部品、商品入手の容易性(N=749)

労働力確保の容易性(N=755)

周辺の自然環境(N=754)

従業員の生活・居住環境(N=752)

産・官・学の連携(N=751)

業種間・異業種間交流(N=751)

事業所に対する支援制度(N=754)

防災対策(N=754)

再生可能エネルギー入手の容易性(N=751)

満足度

満足 やや満足 普通 やや不満 不満 わからない
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イ 今後の重要度 

事業環境の今後の重要度について、重要ではないとの回答（「まったく重要でない」＋「あまり重要で

ない」）と重要との回答（「重要」＋「特に重要」）の割合を比較すると、全ての項目において、重要で

はないという回答よりも、重要と回答する割合の方が高い。 

特にその差が大きい項目は、順に「労働力確保の容易性」、「道路交通網」、「高速道路へのアクセ

ス」、「防災対策」、「新千歳空港へのアクセス」等となっている。 

 

 

 

5.4%

5.9%

2.4%

10.6%

14.2%

17.2%

16.2%

16.0%

8.4%

28.9%

8.4%

10.3%

8.0%

3.9%

10.5%

19.1%

9.8%

44.9%

34.6%

21.3%

45.7%

49.5%

44.8%

40.3%

36.2%

36.4%

45.9%

29.4%

38.6%

34.3%

27.1%

34.7%

39.4%

29.0%

37.0%

45.2%

44.2%

34.1%

33.0%

32.6%

36.9%

32.1%

41.9%

18.3%

53.7%

47.7%

40.1%

50.8%

42.7%

36.1%

36.7%

4.6%

3.5%

3.8%

5.0%

1.5%

3.2%

3.9%

2.1%

1.3%

2.1%

5.0%

0.7%

1.9%

2.8%

1.8%

0.8%

2.1%

0.3%

0.3%

0.8%

0.7%

0.1%

0.6%

1.0%

1.0%

0.3%

0.7%

0.7%

0.3%

0.7%

0.6%

0.6%

0.3%

7.8%

10.6%

27.6%

4.0%

1.7%

1.7%

1.8%

12.6%

11.8%

4.1%

2.8%

2.5%

14.9%

14.8%

9.8%

4.5%

22.1%

事業用地確保の容易性(N=721)

地価の低廉さ(N=717)

工業用水(N=715)

公共交通の利便性(N=725)

道路交通網(N=727)

高速道路へのアクセス(N=725)

新千歳空港へのアクセス(N=727)

港湾・物流機能(N=723)

原材料や部品、商品入手の容易性(N=718)

労働力確保の容易性(N=726)

周辺の自然環境(N=724)

従業員の生活・居住環境(N=726)

産・官・学の連携(N=725)

業種間・異業種間交流(N=722)

事業所に対する支援制度(N=726)

防災対策(N=728)

再生可能エネルギー入手の容易性(N=724)

重要度

特に重要 重要 普通 あまり重要ではない 全く重要ではない わからない
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ウ 今後の施策の優先度 

今後の施策の優先度については、「労働力確保の容易性」の回答割合が最も高く、次いで「防災宅

策」、「公共交通の利便性」となっており、地区別にみても同様の結果となっている。 

 

 

4.5%

4.8%

5.0%

3.2%

2.9%

2.7%

2.7%

3.2%

0.8%

1.4%

0.4%

1.2%

8.8%

8.4%

8.8%

9.2%

8.4%

8.4%

8.3%

9.0%

3.8%

3.9%

3.8%

3.8%

3.5%

2.3%

3.8%

4.0%

5.6%

4.3%

5.4%

7.0%

4.0%

3.9%

3.9%

4.4%

20.2%

21.3%

19.6%

20.5%

2.5%

2.0%

2.3%

3.4%

8.1%

8.4%

8.1%

7.0%

3.6%

5.2%

3.6%

2.6%

1.7%

1.8%

1.8%

1.2%

7.1%

7.5%

7.1%

6.6%

9.8%

9.3%

10.3%

10.0%

4.6%

4.5%

5.0%

4.0%

全体(N=2029)

西部（N=441）

中央部（N=1042）

東部（N=502）

重要度の特に高いもの※複数回答可

事業用地確保の容易性

地価の低廉さ

工業用水

公共交通の利便性

道路交通網

高速道路へのアクセス

新千歳空港へのアクセス

港湾・物流機能

原材料や部品、商品の入

手の容易性

労働力確保の容易性

周辺の自然環境

従業員の生活・居住環境

産・官・学の連携

業種間・異業種間交流

事業所に対する支援制度

防災対策

再生可能エネルギー入手

の容易性
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エ 事業環境の満足度・重要度分析 

重点的に取り組むべき施策を抽出するため、施策項目ごとに満足度、重要度の偏差値を算出し、全項目

の総体的な位置づけがわかるよう、満足度、重要度を軸として図表化を行った。 

 

〇算出方法 

項目ごとの５段階評価を点数化し、各項目の平均点を得点として、「くらし・環境」「福祉・保健・医

療」「教育・文化」「都市基盤」「産業」「市政運営」を統合して、項目間での偏差値を算出した。 

 

選択肢の得点算出条件 

選択肢 点数 
「満足」／「特に重要」 5点 
「やや満足」／「重要」 4点 
「どちらともいえない」 3点 

「やや不満」／「あまり重要でない」 2点 
「不満」／「まったく重要でない」 1点 

「わからない」・無回答 除外 

            

 

ここで偏差値とは、全体の平均値を50とし、それからのへだたりの度合いを算定した相対的な数値であ

る。したがって、全体の平均値より高ければ50より高い値、低ければ50より低い値で示される。このよう

なデータ加工をした後、満足度を横軸、重要度を縦軸にとり、各項目の満足度・重要度の関係を図示し

た。 

 

満足度・重要度分析（イメージ） 

 

   

重要度

満足度

【満足度高、重要度高】

【満足度高、重要度低】【満足度低、重要度低】

【満足度低、重要度高】

継続的に満足度を得られ

るよう推進すべき項目

一定の成果が得られ

ており、継続の必要
性を検証すべき項目

課題が多く、重点的に推
進すべき項目
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○満足度・重要度評価 

各施策項目の得点から算出した偏差値に基づき、満足度、重要度を軸としたマトリクス上にプロットし、

関係を図示すると以下のようになる。 

    
 

【各施策項目における満足度・重要度の評価得点の偏差値】 

           

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

重
要
度

満足度

満足度 重要度

52.1 46.7
48.7 42.5
51.2 32.2
35.7 51.2
47.9 59.0
69.8 58.4
65.8 54.0
65.8 56.9
49.7 48.5
32.7 73.9
57.4 39.1
50.9 49.2
43.6 46.9
45.1 36.6
44.4 48.7
46.3 60.7
44.1 49.0

青数字：偏差値50.0 以上（平均より高い評価）

赤数字：偏差値50.0 未満（平均より低い評価）

⑦新千歳空港へのアクセス

⑫従業員の生活・居住環境

⑥高速道路へのアクセス

質問項目
①事業用地確保の容易さ
②地価の低廉さ
③工業用水
④公共交通の利便性
⑤道路交通網

⑮事業所に対する支援制度
⑯防災対策
⑰再生可能エネルギー調達の容易性

⑧港湾・物流機能
⑨原材料や部品、商品の入手の容易性
⑩労働力確保の容易性
⑪周辺の自然環境

⑬産・学・官の連携
⑭業種間・異業種間交流

課題が多く、重点的に取り組むべき

項目（満足度が低く、重要度が高い） 

継続的に満足度が得られるよう取り

組むべき項目 
（満足度が高く、重要度も高い） 

一定の成果が得られており、継続

して取り組むか検討すべき項目 

（満足度が高く、重要度が低い） 

80 

20 

80 20 
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満足度は、「労働力確保の容易性」が32.7で全項目中最も低い得点となっており、次いで「公共交通の

利便性」(35.7)となっている。一方、「高速道路へのアクセス」「港湾・物流機能」「新千歳空港へのア

クセス」「周辺の自然環境」については高い満足度となっている。重要度は、「労働力確保の容易性」が

73.9で全項目中最も高い得点となっており、満足度の低さと合わせて考えて、最も大きな課題と認識して

いることが伺える。その他では、「防災対策」「道路交通網」「高速道路へのアクセス」の重要度が比較

的高くなっている。 

以下では、所在地事、業種ごとの分析結果を示す。  

 

【各施策項目における満足度・重要度の評価得点の偏差値・所在地】 

 

 

 

＜所在地別の特徴＞ 

満足度が低くかつ重要度が高い施策項目について、業種ごとにその差が最も大きいものから順に３位まで下表

に示す。 

 

 

 

質問項目 西部 中央部 東部 西部 中央部 東部

①事業用地確保の容易さ 51.5 52.1 52.9 46.6 47.5 46.1

②地価の低廉さ 47.9 48.1 50.7 43.8 40.9 45.9

③工業用水 51.5 51.4 50.3 34.1 31.5 33.1

④公共交通の利便性 36.9 35.9 31.6 54.9 50.5 49.8

⑤道路交通網 47.8 48.6 46.6 56.2 60.0 60.1

⑥高速道路へのアクセス 71.5 71.2 68.7 56.7 59.8 56.5

⑦新千歳空港へのアクセス 65.1 66.2 67.2 47.1 56.0 54.8

⑧港湾・物流機能 60.4 62.3 60.0 51.4 58.6 56.5

⑨原材料や部品、商品の入手の容易性 51.1 49.7 48.5 47.8 48.0 49.8

⑩労働力確保の容易性 32.2 31.9 32.2 76.7 70.9 75.7

⑪周辺の自然環境 59.3 56.4 58.6 39.9 38.6 39.1

⑫従業員の生活・居住環境 52.9 50.6 49.9 50.5 49.0 48.4

⑬産・学・官の連携 42.2 43.5 44.3 49.2 46.6 45.7

⑭業種間・異業種間交流 43.8 44.8 46.7 36.2 37.8 35.2

⑮事業所に対する支援制度 44.0 44.6 44.6 49.7 49.2 47.1

⑯防災対策 45.4 45.8 47.4 62.8 61.2 56.3

⑰再生可能エネルギー調達の容易性 43.0 43.3 45.4 52.7 47.6 48.3

満足度 重要度

業種 1位 2位 3位

西部 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

中央部 労働力確保の容易性 防災対策 公共交通の利便性

東部 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 道路交通網
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【各施策項目における満足度・重要度の評価得点の偏差値・業種別】 

 

 

 
 

質問項目 農林 鉱業 建設 製造 電気 情報 運輸 卸売 小売 金融 不動産 学術 宿泊 飲食 生活 娯楽 教育 医療 福祉

事業用地確保の容易さ 46.4 53.3 53.5 53.9 47.9 52.8 52.4 51.7 51.7 54.5 50.7 52.7 51.3 44.6 50.9 52.4 52.0 53.9 50.7

地価の低廉さ 38.5 57.4 48.5 49.8 46.5 52.8 48.5 49.0 49.0 47.3 46.1 48.9 51.3 46.2 48.2 52.4 53.1 47.5 50.8

工業用水 34.5 26.2 50.9 52.0 46.5 52.8 46.5 50.6 50.6 57.2 50.9 56.7 51.3 57.6 49.3 43.2 49.2 53.5 54.1

公共交通の利便性 42.4 32.5 36.8 33.7 33.4 46.9 32.8 34.2 34.2 32.7 31.2 35.2 59.3 37.3 31.3 38.6 32.9 33.6 41.8

道路交通網 50.4 57.4 48.0 49.4 48.7 46.9 47.5 47.2 47.2 46.7 53.6 48.1 39.5 49.5 45.1 52.4 44.4 48.1 50.9

高速道路へのアクセス 62.4 65.8 70.9 68.6 70.2 70.4 70.1 71.8 71.8 68.9 71.7 69.0 59.3 72.9 71.5 61.5 68.2 72.7 66.0

新千歳空港へのアクセス 66.4 57.4 66.7 65.6 64.7 58.7 65.8 64.1 64.1 65.4 66.4 65.7 63.2 64.5 68.0 66.1 69.2 66.2 67.5

港湾・物流機能 62.4 61.6 60.9 62.2 60.0 58.7 63.0 62.2 62.2 61.5 56.3 56.2 57.7 63.2 60.0 64.6 60.7 56.1 62.3

原材料や部品、商品の
入手の容易性

52.4 49.1 49.6 44.7 55.5 41.0 49.7 51.2 51.2 53.1 47.5 47.5 57.7 51.4 47.2 40.2 51.0 51.5 52.9

労働力確保の容易性 46.4 49.1 30.4 32.0 35.2 35.1 32.8 33.9 33.9 34.4 37.0 29.9 27.6 36.3 36.0 43.2 35.5 32.9 28.5

周辺の自然環境 62.4 49.1 56.7 59.5 58.9 64.5 55.7 57.8 57.8 54.9 52.5 59.2 55.3 56.0 54.3 57.0 55.3 57.3 58.5

従業員の生活・居住環境 54.4 49.1 50.0 50.5 51.2 41.0 53.6 51.3 51.3 52.5 56.4 55.2 55.3 47.6 53.1 52.4 48.7 50.2 50.2

産・学・官の連携 52.4 44.9 43.1 42.6 43.9 35.1 47.6 40.7 40.7 43.4 46.1 47.5 43.4 40.8 50.9 52.4 37.3 44.5 39.6

業種間・異業種間交流 38.5 44.9 45.0 44.9 50.0 46.9 43.7 44.2 44.2 43.6 46.1 45.8 37.5 41.9 45.1 34.1 48.6 45.4 43.8

事業所に対する支援制度 46.4 53.3 45.2 45.4 42.2 41.0 44.6 45.6 45.6 43.9 46.1 42.5 49.4 44.8 47.4 34.1 49.6 44.4 44.5

防災対策 50.4 40.8 45.7 48.5 47.7 58.7 47.4 47.1 47.1 44.7 47.2 46.4 51.3 48.5 45.1 40.2 44.3 45.0 44.4

再生可能エネルギー調達
の容易性

34.5 44.9 44.5 44.7 38.2 46.9 44.2 43.2 43.2 42.7 37.2 42.2 33.9 45.7 43.2 52.4 47.3 44.6 42.9

満足度

質問項目 農林 鉱業 建設 製造 電気 情報 運輸 卸売 小売 金融 不動産 学術 宿泊 飲食 生活 娯楽 教育 医療 福祉

事業用地確保の容易さ 39.3 45.1 44.8 44.4 47.2 36.5 49.7 47.8 54.4 49.3 46.1 39.4 45.7 44.7 47.9 58.9 52.4 51.1 46.0

地価の低廉さ 32.0 45.1 42.1 45.4 45.0 36.5 43.2 43.7 43.8 40.6 48.7 41.5 42.2 48.1 44.6 58.9 50.3 47.2 36.8

工業用水 57.7 59.7 35.2 36.7 31.6 36.5 28.7 30.1 30.0 30.0 33.2 34.0 36.4 40.4 52.1 49.5 50.6 34.1 34.4

公共交通の利便性 46.7 45.1 47.7 50.7 48.6 50.9 43.0 45.1 61.0 56.8 54.9 41.5 48.0 67.1 56.7 44.8 58.4 64.1 51.0

道路交通網 61.3 74.4 54.7 55.0 63.8 58.1 54.8 68.4 60.7 64.3 64.6 46.7 53.8 61.1 58.7 58.9 56.6 62.6 55.5

高速道路へのアクセス 61.3 52.4 60.2 55.0 49.1 58.1 60.7 61.6 50.2 52.4 57.3 64.9 48.0 60.3 70.5 44.8 54.5 59.7 42.9

新千歳空港へのアクセス 61.3 37.7 53.2 48.3 58.6 58.1 54.0 50.9 45.0 59.5 52.5 58.9 53.8 58.1 66.5 51.9 52.4 54.3 49.9

港湾・物流機能 61.3 67.1 54.9 57.4 44.4 58.1 62.4 54.7 54.3 56.8 51.3 58.4 45.7 56.1 58.1 58.9 52.9 40.8 49.0

原材料や部品、商品の

入手の容易性
39.3 52.4 52.6 61.4 47.9 50.9 41.9 51.9 45.3 53.2 51.3 45.1 38.8 47.8 47.9 58.9 36.4 40.4 45.8

労働力確保の容易性 46.7 52.4 78.5 74.7 63.8 65.3 71.7 62.9 69.2 55.5 66.8 65.0 65.4 55.1 54.7 58.9 65.1 66.9 77.2

周辺の自然環境 46.7 45.1 39.9 33.5 43.9 50.9 42.5 38.9 36.6 31.0 38.0 44.7 36.4 46.2 41.0 30.8 44.1 43.0 52.7

従業員の生活・居住環境 54.0 45.1 48.6 53.4 47.9 65.3 52.3 49.2 53.6 41.8 59.0 43.6 59.6 37.2 37.0 58.9 49.6 45.8 47.6

産・学・官の連携 57.7 48.7 48.0 43.2 40.6 43.7 49.2 51.2 49.8 58.7 42.2 60.2 52.6 41.3 45.8 30.8 46.5 45.4 53.1

業種間・異業種間交流 39.3 37.7 38.8 39.2 46.5 50.9 39.4 41.7 37.8 45.9 33.2 38.0 68.3 31.0 37.0 37.8 23.2 35.8 44.8

事業所に対する支援制度 61.3 45.1 42.9 49.1 63.8 43.7 47.9 53.7 47.1 45.9 45.3 60.8 50.9 58.1 37.0 44.8 54.5 46.7 51.3

防災対策 46.7 52.4 55.0 58.9 69.4 58.1 55.5 65.6 60.8 61.7 59.7 52.2 65.4 55.1 46.9 58.9 64.9 59.5 66.4

再生可能エネルギー調達
の容易性

39.3 37.7 50.8 49.6 56.7 36.5 50.8 45.1 53.0 52.5 44.1 46.1 59.6 39.3 43.2 49.5 44.5 45.7 53.5

重要度
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＜業種別の特徴＞ 

満足度が低くかつ重要度が高い施策項目について、業種ごとにその差が最も大きいものから順に３位ま

で下表に示す。 

 

業種 1位 2位 3位

農業・林業 工業用水 事業所に対する支援制度 道路交通網

鉱業・採石業・砂利採取業 工業用水 道路交通網 公共交通の利便性

建設業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

製造業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 原材料や部品、商品の入手の容易性

電気・ガス・水道 労働力確保の容易性 防災対策 事業所に対する支援制度

情報通信業 労働力確保の容易性 従業員の生活・居住環境 道路交通網

運輸業・郵便業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

卸売業 労働力確保の容易性 道路交通網 防災対策

小売業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

金融業・保険業 公共交通の利便性 労働力確保の容易性 道路交通網

不動産業・物品賃貸業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

学術研究等 労働力確保の容易性 事業所に対する支援制度 産・学・官の連携

宿泊業 労働力確保の容易性 業種間・異業種間交流 再生可能エネルギー調達の容易性

飲食サービス業 公共交通の利便性 労働力確保の容易性 事業所に対する支援制度

生活関連サービス 公共交通の利便性 労働力確保の容易性 道路交通網

娯楽業 労働力確保の容易性

教育・学習支援業 労働力確保の容易性 公共交通の利便性 防災対策

医療 労働力確保の容易性 公共交通の利便性
防災対策
道路交通網

福祉 労働力確保の容易性 防災対策 産・学・官の連携

原材料や部品、商品の入手の容易性
防災対策
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（４）経営について 

ア 経営課題 

現在抱える経営課題については、「若年労働力の確保、従業員の高齢化」が21.0％で最も多く、次いで

「売上・集客の減少」(16.2％)、「人材育成」(16.0％)、「利益率の低下」(10.8％)、の順となってい

る。

  

16.2%

16.7%

2.1%

7.0%

33.3%

10.8%

16.7%

20.0%

5.7%

13.2%

15.4%

16.7%

3.5%

16.7%

20.0%

0.7%

8.5%

5.1%

2.9%

0.8%

2.6%

7.4%

20.0%

34.8%

23.3%

20.5%

16.7%

5.6%

28.7%

9.3%

25.6%

16.0%

33.3%

20.0%

7.8%

6.2%

2.6%

21.0%

16.7%

20.0%

2.8%

14.0%

7.7%

16.7%

3.9%

5.7%

3.9%

7.7%

3.0%

5.0%

5.4%

10.3%

16.7%

2.2%

1.1%

1.2%

1.1%

0.8%

0.9%2.8%

4.3%

3.1%

1.8%

0.4%

3.9%

0.8%

0.8%

2.6%

全体(N=1419)

農業・林業(N=6)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=5)

建設業(N=282)

製造業(N=129)

電気・ガス・水道(N=39)

情報通信業(N=6)

経営課題 ※複数回答可

売上・集客の減少

利益率の低下

顧客ニーズの変化

資金繰り

施設や設備の老朽化・不足

後継者難

人材育成

若年労働力の確保・従業員

の高齢化

デジタル化

高度技術者の確保

熟練技能者からの技術継承

女性の就労のための環境・

条件整備

事業所の脱炭素化

多様な働き方への対応

特に課題はない

その他
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0.9%

6.2%

7.5%

2.6%

8.3%

4.9%

9.1%

6.9%

29.2%

22.6%

25.6%

8.3%

4.9%

16.7%

18.2%

13.8%

6.2%

8.3%

2.6%

6.8%

3.0%

2.6%

2.4%

4.5%

38.8%

16.9%

20.3%

17.9%

29.2%

14.6%

33.3%

20.5%

3.4%

7.7%

6.0%

4.2%

29.3%

8.3%

2.3%

4.3%

6.2%

8.3%

5.1%

8.3%

17.1%

4.5%

7.8%

1.5%

3.8%

7.7%

16.7%

7.3%

25.0%

9.1%

13.8%

7.7%

6.0%

7.7%

8.3%

4.9%

8.3%

4.5%

3.4%

9.2%

6.0%

7.7%

4.2%

7.3%

13.6%

1.5%

3.0%

2.6%

0.9%

3.1%

1.7%
4.3%

4.6%

3.8%

17.9%

12.5%

7.3%

8.3%

2.3%

1.5%

4.5%

運輸業・郵便業(N=116)

卸売業(N=65)

小売業(N=133)

金融業・保険業(N=39)

不動産業・物品賃貸業(N=24)

学術研究等(N=41)

宿泊業(N=12)

飲食サービス業(N=44)

売上・集客の減少

利益率の低下

顧客ニーズの変化

資金繰り

施設や設備の老朽化・不足

後継者難

人材育成

若年労働力の確保・従業員

の高齢化

デジタル化

高度技術者の確保

熟練技能者からの技術継承

女性の就労のための環境・

条件整備

事業所の脱炭素化

多様な働き方への対応

特に課題はない

その他
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6.3%

2.5%

1.0%

1.1%

5.3%

2.6%

12.5%

28.6%

5.0%

3.2%

8.5%

3.9%

2.0%

1.1%

1.1%

6.5%

2.2%

4.3%

1.3%

21.9%

30.0%

38.0%

39.8%

26.6%

33.3%

20.8%

9.4%

14.3%

7.5%

5.0%

5.4%

12.8%

9.1%

9.4%

12.5%

16.0%

6.5%

5.3%

33.3%

15.6%

18.8%

14.3%

15.0%

19.0%

12.9%

10.6%

13.0%

9.4%

14.3%

15.0%

9.0%

16.1%

10.6%

14.3%

9.4%

28.6%

1.0%

7.5%

5.3%

5.2%

2.1%

3.1%

12.5%

9.0%

3.2%

6.4%

5.2%

1.1%

1.1%

2.6%

33.3%

生活関連サービス(N=32)

娯楽業(N=7)

教育・学習支援業(N=40)

医療(N=100)

福祉(N=93)

他サービス(N=94)

他公務(N=3)

その他(N=77)

売上・集客の減少

利益率の低下

顧客ニーズの変化

資金繰り

施設や設備の老朽化・不足

後継者難

人材育成

若年労働力の確保・従業員の

高齢化

デジタル化

高度技術者の確保

熟練技能者からの技術継承

女性の就労のための環境・条

件整備

事業所の脱炭素化

多様な働き方への対応

特に課題はない

その他
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業種別、上位２位までは以下のとおりである。 

 

 

 

 

その他の主な回答 

・人材確保 ・仕事、受注の低下 ・運転手不足 ・カーボンニュートラルへの対応 

・国の施策の不備 ・価格低下  など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 1位 2位

農業・林業 人材育成 ４項目が同率で２位

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業 施設や設備の老朽化・不足 後継者難

製造業 施設や設備の老朽化・不足 若年労働力の確保・従業員の高齢化

電気・ガス・水道 後継者難 施設や設備の老朽化・不足

情報通信業 売上・集客の減少 ４項目が同率で２位

運輸業・郵便業 施設や設備の老朽化・不足 顧客ニーズの変化、デジタル化

卸売業 利益率の低下 施設や設備の老朽化・不足

小売業 利益率の低下 施設や設備の老朽化・不足

金融業・保険業 利益率の低下 施設や設備の老朽化・不足

不動産業・物品賃貸業 施設や設備の老朽化・不足 若年労働力の確保・従業員の高齢化

学術研究等 後継者難 人材育成

宿泊業 施設や設備の老朽化・不足 若年労働力の確保・従業員の高齢化

飲食サービス業 施設や設備の老朽化・不足 利益率の低下

生活関連サービス 施設や設備の老朽化・不足 若年労働力の確保・従業員の高齢化

娯楽業

教育・学習支援業 施設や設備の老朽化・不足
若年労働力の確保・従業員の高齢化
デジタル化

医療 施設や設備の老朽化・不足 若年労働力の確保・従業員の高齢化

福祉 施設や設備の老朽化・不足 デジタル化

利益率の低下、顧客ニーズの変化、施設や設備の老朽化・不足、
人材育成、若年労働力の確保、従業員の高齢化

利益率の低下、高度技術者の確保
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イ 今後必要な取り組み 

企業を経営するうえで今後必要な取り組みについては、「労働力の確保」が28.1％で最も多く、次いで

「技術者の確保」(12.4％)、「販路の開拓、マーケティング」(10.3％)、「施設や設備の導入・更新」

(9.2％)の順となっており、働き手に関する取り組みをあげる企業が多くなっている。 

 

3.9%

16.7%

2.1%

7.0%

33.3%

10.3%

16.7%

20.0%

5.7%

13.2%

15.4%

16.7%

4.6%

16.7%

20.0%

0.7%

8.5%

5.1%

1.2%

0.8%

2.6%

28.1%

20.0%

34.8%

23.3%

20.5%

16.7%

12.4%

28.7%

9.3%

25.6%

8.4%

33.3%

20.0%

7.8%

6.2%

2.6%

9.2%

16.7%

20.0%

2.8%

14.0%

7.7%

16.7%

8.6%

5.7%

3.9%

7.7%

5.6%

5.0%

5.4%

10.3%

16.7%

0.8%

1.1%

0.5%

1.1%

0.8%

0.1%
5.2%

4.3%

3.1%

0.8%

0.4%

3.9%

0.4%

0.8%

2.6%

全体(N=1424)

農業・林業(N=6)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=5)

建設業(N=282)

製造業(N=129)

電気・ガス・水道(N=39)

情報通信業(N=6)

今後必要な取組 ※複数回答可

商品・技術開発

販路の開拓・マーケティング

物流の効率化、生産性の向上

企業、産学連携・交流

労働力の確保

技術者の確保

後継者の確保、事業承継

施設や設備の更新・導入

職場環境の改善・充実

新分野への進出、事業の再構

築

道内他地域への進出

道外への進出

海外への進出

デジタル化

事業所の脱炭素化

その他
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0.9%

6.2%

7.5%

2.6%

8.3%

4.9%

9.1%

6.9%

29.2%

22.6%

25.6%

8.3%

4.9%

16.7%

18.2%

13.8%

6.2%

8.3%

2.6%

6.8%

3.0%

2.6%

2.4%

4.5%

38.8%

16.9%

20.3%

17.9%

29.2%

14.6%

33.3%

20.5%

3.4%

7.7%

6.0%

4.2%

29.3%

8.3%

2.3%

4.3%

6.2%

8.3%

5.1%

8.3%

17.1%

4.5%

7.8%

1.5%

3.8%

7.7%

16.7%

7.3%

25.0%

9.1%

13.8%

7.7%

6.0%

7.7%

8.3%

4.9%

8.3%

4.5%

3.4%

9.2%

6.0%

7.7%

4.2%

7.3%

13.6%

1.5%

3.0%

2.6%

0.9%

3.1%

1.7%
4.3%

4.6%

3.8%

17.9%

12.5%

7.3%

8.3%

2.3%

1.5%

4.5%

運輸業・郵便業(N=116)

卸売業(N=65)

小売業(N=133)

金融業・保険業(N=39)

不動産業・物品賃貸業(N=24)

学術研究等(N=41)

宿泊業(N=12)

飲食サービス業(N=44)

商品・技術開発

販路の開拓・マーケティング

物流の効率化、生産性の向上

企業、産学連携・交流

労働力の確保

技術者の確保

後継者の確保、事業承継

施設や設備の更新・導入

職場環境の改善・充実

新分野への進出、事業の再構

築

道内他地域への進出

道外への進出

海外への進出

デジタル化

事業所の脱炭素化

その他
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6.3%

2.5%

1.0%

1.1%

5.3%

2.6%

12.5%

28.6%

5.0%

3.2%

8.5%

3.9%

2.0%

1.1%

1.1%

6.5%

2.2%

4.3%

1.3%

21.9%

30.0%

38.0%

39.8%

26.6%

33.3%

20.8%

9.4%

14.3%

7.5%

5.0%

5.4%

12.8%

9.1%

9.4%

12.5%

16.0%

6.5%

5.3%

33.3%

15.6%

18.8%

14.3%

15.0%

19.0%

12.9%

10.6%

13.0%

9.4%

14.3%

15.0%

9.0%

16.1%

10.6%

14.3%

9.4%

28.6%

1.0%

7.5%

5.3%

5.2%

2.1%

3.1%

12.5%

9.0%

3.2%

6.4%

5.2%

1.1%

1.1%

2.6%

33.3%

生活関連サービス(N=32)

娯楽業(N=7)

教育・学習支援業(N=40)

医療(N=100)

福祉(N=93)

他サービス(N=94)

他公務(N=3)

その他(N=77)

商品・技術開発

販路の開拓・マーケティン

グ

物流の効率化、生産性の向

上

企業、産学連携・交流

労働力の確保

技術者の確保

後継者の確保、事業承継

施設や設備の更新・導入

職場環境の改善・充実

新分野への進出、事業の再

構築

道内他地域への進出

道外への進出

海外への進出

デジタル化

事業所の脱炭素化

その他
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業種別、上位２位までの回答は以下のとおりである。 

「建設業」「運輸・通信業」「宿泊業」「教育・学習支援業」「医療」「福祉」では、「労働力の確

保」をあげる事業所の割合が30％を超え、これら業種にとって今後大きな課題になると見込まれているこ

とが伺える。 

 

 

 

その他の主な回答 

・カーボンニュートラルへの対応 ・人材育成 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 1位 2位

農業・林業 後継者の確保・事業承継 ４項目が同率で２位

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業 技術者の確保 技術者の確保

製造業 労働力の確保 施設や設備の更新、導入

電気・ガス・水道 技術者の確保 技術者の確保

情報通信業 商品・技術開発 ４項目が同率で２位

運輸業・郵便業 労働力の確保
物流の効率化・生産性の向上
職場環境の改善・充実

卸売業 販路の開拓・マーケティング 労働力の確保

小売業 販路の開拓・マーケティング 労働力の確保

金融業・保険業 販路の開拓・マーケティング 労働力の確保

不動産業・物品賃貸業 労働力の確保 施設や設備の更新、導入

学術研究等 技術者の確保 後継者の確保、事業承継

宿泊業 労働力の確保 施設や設備の更新、導入

飲食サービス業 労働力の確保 販路の開拓・マーケティング

生活関連サービス 労働力の確保 施設や設備の更新、導入

娯楽業

教育・学習支援業 労働力の確保
施設や設備の更新・導入、職場環境
の改善・充実

医療 労働力の確保 施設や設備の更新、導入

福祉 労働力の確保 職場環境の改善・充実

販路の開拓・マーケティング、新分野への進出・事業の再構築

販路の開拓・マーケティング、物流の効率化・生産性の向上、労働力
の確保、後継者の確保・事業承継、施設や設備の更新・導入
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（５）苫小牧市の産業振興について 

ア 苫小牧市の産業活性化に必要な取り組み 

苫小牧市の産業の活性化を図るために必要な取り組みについては、「市街地の再開発等による、中心部

の活性化の推進」が19.6％で最も多く、次いで「産業や都市の活力を支える人材の育成」(16.5％)、「苫

小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育成・強化」(13.6％)、「人々が集う魅力ある景

観、環境等の充実」(12.4％)の順となっている。 

 

16.5%

16.7%

20.2%

17.5%

13.2%

16.7%

16.1%

8.7%

13.5%

8.4%

16.7%

16.7%

10.3%

11.7%

5.3%

10.2%

5.8%

6.8%

13.6%

33.3%

12.1%

16.7%

10.5%

33.3%

14.4%

13.0%

18.8%

8.1%

33.3%

33.3%

6.4%

9.2%

5.3%

3.4%

13.0%

8.3%

9.1%

9.2%

10.0%

10.5%

33.3%

12.7%

8.7%

8.3%

19.6%

16.7%

16.7%

20.6%

13.3%

26.3%

16.7%

16.1%

23.2%

18.0%

12.4%

16.7%

9.9%

9.2%

2.6%

14.4%

13.0%

13.5%

6.0%

7.4%

3.3%

13.2%

5.9%

5.8%

9.0%

4.8%

3.9%

8.3%

10.5%

5.9%

5.8%

3.0%

1.4%

0.8%

2.6%

0.8%

2.9%

0.8%

全体(N=1422)

農業・林業(N=6)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=6)

建設業(N=282)

製造業(N=120)

電気・ガス・水道(N=38)

情報通信業(N=6)

運輸業・郵便業(N=118)

卸売業(N=69)

小売業(N=133)

苫小牧の産業の活性化 ※複数回答可

産業や都市の活力を

支える人材の育成

産業振興や雇用対策

など事業活動の向上

に関わる情報提供の

充実

苫小牧ならではのブ

ランドの創造などに

よる地域産業の育

成・強化

新たな事業展開や販

路拡大など、意欲あ

る事業者の取り組み

に対する支援

新規に立地する企業

や店舗の誘致促進

市街地の再開発等に

よる、中心部活性化

の推進

人々が集う魅力ある

景観・環境等の充実

商業機能や地域資源

を生かした観光・交

流の促進

再生可能エネルギー

や脱炭素技術の促進

その他

-24-



 

7.3%

11.5%

23.7%

16.7%

13.6%

12.9%

22.5%

14.4%

19.8%

18.7%

25.0%

17.5%

2.4%

3.8%

5.3%

8.3%

9.1%

9.7%

10.0%

6.2%

6.3%

9.9%

25.0%

8.8%

14.6%

15.4%

7.9%

16.7%

18.2%

6.5%

12.5%

5.0%

8.2%

15.6%

14.3%

8.8%

14.6%

11.5%

15.8%

8.3%

6.8%

16.1%

12.5%

10.0%

7.2%

4.2%

7.7%

10.0%

17.1%

15.4%

7.9%

4.5%

16.1%

5.0%

9.3%

3.1%

7.7%

10.0%

19.5%

19.2%

21.1%

16.7%

22.7%

12.9%

12.5%

27.5%

26.8%

21.9%

17.6%

25.0%

18.8%

17.1%

11.5%

10.5%

16.7%

13.6%

16.1%

25.0%

10.0%

13.4%

19.8%

9.9%

13.8%

2.4%

3.8%

2.6%

8.3%

4.5%

6.5%

12.5%

5.0%

9.3%

4.2%

5.5%

5.0%

2.4%

7.7%

8.3%

4.5%

3.2%

2.5%

3.1%

3.1%

6.6%

25.0%

7.5%

2.4%

5.3%

2.3%

25.0%

2.5%

2.1%

2.1%

2.2%

金融業・保険業(N=41)

不動産業・物品賃貸業(N=26)

学術研究等(N=38)

宿泊業(N=12)

飲食サービス業(N=44)

生活関連サービス(N=31)

娯楽業(N=8)

教育・学習支援業(N=40)

医療(N=97)

福祉(N=96)

他サービス(N=91)

他公務(N=4)

その他(N=80)

産業や都市の活力を

支える人材の育成

産業振興や雇用対策

など事業活動の向上

に関わる情報提供の

充実

苫小牧ならではのブ

ランドの創造などに

よる地域産業の育

成・強化

新たな事業展開や販

路拡大など、意欲あ

る事業者の取り組み

に対する支援

新規に立地する企業

や店舗の誘致促進

市街地の再開発等に

よる、中心部活性化

の推進

人々が集う魅力ある

景観・環境等の充実

商業機能や地域資源

を生かした観光・交

流の促進

再生可能エネルギー

や脱炭素技術の促進

その他
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 業種別、上位２位までの回答は以下のとおりである。 

 
 

その他の主な回答 

・外国人の定住とスタートアップに対する支援や機会の増加 ・中心部に特定しない活性化の推進 

・交通の充実（JRの空港へ直結、快速エアポートの苫小牧駅発着、イオン付近に駅の設置、等） 

・税制などの特区指定 ・少子化対策 ・港を活用した観光産業（小樽・函館のような） ・IRの推進 

・市の積極的なPRによる移住促進（年間通して軽井沢と同じ気温、雪が少ない、等） 

・苫小牧でお金を使ってもらうためのレジャー、宿泊施設等 ・さまざまな分野を民間委託 

・安心して生活できる環境の構築（教育、医療、防災、治安の向上、等） 

・現状としては、工業都市として発展を目指し、人口の増加・経済の活性化を図ったほうが良いのではない

か。または観光の目玉となるものに、官民一体となり取組む。  

・大学や専門学校（保育士養成校）の誘致  など 

業種 1位 2位

農業・林業

鉱業・採石業・
砂利採取業

新たな事業展開や販路拡大など、意欲ある事業者
の取り組みに対する支援

４項目が同率で２位

建設業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進 産業や都市の活力を支える人材の育成

製造業 産業や都市の活力を支える人材の育成
新たな事業展開や販路拡大など、意欲ある
事業者の取り組みに対する支援

電気・ガス・水道 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進
産業や都市の活力を支える人材の育成、
商業機能や地域資源を生かした観光・交流の促進

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進 ３項目が同率で２位

小売業

金融業・保険業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進
新規に立地する企業や店舗の誘致促進
人々が集う魅力ある景観・環境等の充実

不動産業・物品賃貸業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進
苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域
産業の育成・強化、
新規に立地する企業や店舗の誘致促進

学術研究等 産業や都市の活力を支える人材の育成 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進

宿泊業

飲食サービス業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進
苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域
産業の育成・強化

生活関連サービス

娯楽業 人々が集う魅力ある景観・環境等の充実 ３項目が同率で２位

教育・学習支援業 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進 産業や都市の活力を支える人材の育成

医療 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進 産業や都市の活力を支える人材の育成

福祉 産業や都市の活力を支える人材の育成 市街地の再開発等による、中心部活性化の推進

苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育成・強化、
新たな事業展開や販路拡大など、意欲ある事業者の取り組みに対する支援

苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育成・強化、
新規に立地する企業や店舗の誘致促進

産業や都市の活力を支える人材の育成、
新規に立地する企業や店舗の誘致促進

苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育成・強化、
市街地の再開発等による、中心部活性化の推進

産業や都市の活力を支える人材の育成、苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育
成・強化、市街地の再開発等による、中心部活性化の推進、人々が集う魅力ある景観・環境等の充実

新たな事業展開や販路拡大など、意欲ある事業者の取り組みに対する支援、新規に立地する企業や店
舗の誘致促進、人々が集う魅力ある景観・環境等の充実
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イ 勤労者対策として必要な取り組み 

勤労者対策として必要な取り組みについては、「若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供す

る」が22.2％で最も多く、次いで「職場環境の改善・充実への支援」(14.5％)、「ハローワーク等関係機

関との連携による就労支援」(12.7％)、「Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進」(11.4％)、の順となっている。 

 

22.2%

33.3%

16.7%

22.8%

28.0%

23.1%

33.3%

23.0%

26.6%

22.5%

20.0%

10.3%

16.7%

12.7%

13.6%

17.9%

16.7%

8.8%

9.4%

9.3%

7.5%

11.4%

16.7%

10.9%

6.8%

10.3%

33.3%

14.2%

12.5%

10.9%

15.0%

12.7%

16.7%

16.7%

16.3%

11.9%

5.1%

13.3%

7.8%

8.5%

5.0%

4.5%

3.3%

4.2%

2.6%

16.7%

4.4%

7.8%

3.9%

5.0%

14.5%

16.7%

16.7%

13.4%

15.3%

28.2%

14.2%

12.5%

19.4%

12.5%

7.3%

33.3%

3.3%

5.1%

5.1%

7.1%

4.7%

8.5%

15.0%

8.8%

7.6%

7.6%

5.1%

8.8%

9.4%

10.1%

15.0%

2.2%

0.4%

1.7%

4.7%

3.1%

4.8%

16.7%

7.6%

5.9%

5.3%

1.6%

3.9%

2.5%

1.4%

1.8%

2.6%

0.9%

3.1%

2.5%

全体(N=1390)

農業・林業(N=6)

鉱業・採石業・砂利採取業

(N=6)

建設業(N=276)

製造業(N=118)

電気・ガス・水道(N=39)

情報通信業(N=6)

運輸業・郵便業(N=113)

卸売業(N=64)

小売業(N=129)

金融業・保険業(N=40)

勤労者対策 ※複数回答可

若者や学生向けに

市内の事業所の情

報を広く提供する

能力開発や職業訓

練などの機会の充

実

U・I・Jターンの

促進

ハローワーク等関

係機関との連携に

よる就労支援

合同就職説明会・

インターシップ等

への支援

職場環境の改善・

充実への支援

女性の就労のため

の環境・条件整備

への支援

高齢者の就労の場

確保への支援

障がい者の就労の

場確保への支援

外国人労働者の確

保・受け入れ環境

整備への支援

その他
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22.2%

21.1%

20.0%

20.5%

20.0%

12.5%

17.5%

19.4%

17.9%

20.4%

33.3%

18.8%

7.9%

7.7%

13.3%

12.5%

10.8%

8.4%

6.5%

66.7%

10.0%

18.5%

23.7%

10.0%

15.4%

13.3%

12.5%

15.0%

4.3%

6.3%

14.0%

11.3%

11.1%

15.8%

10.0%

7.7%

10.0%

7.5%

15.1%

16.8%

17.2%

11.3%

14.8%

5.3%

10.0%

3.3%

12.5%

2.5%

2.2%

7.4%

3.2%

5.0%

7.4%

7.9%

20.0%

17.9%

20.0%

12.5%

15.0%

11.8%

14.7%

15.1%

8.8%

3.7%

10.5%

10.0%

10.3%

3.3%

12.5%

12.5%

14.0%

7.4%

5.4%

13.8%

14.8%

5.3%

10.0%

7.7%

6.7%

25.0%

10.0%

15.1%

4.2%

11.8%

10.0%

3.7%

5.1%

3.3%

12.5%

5.0%

2.2%

9.5%

2.2%

3.7%

2.6%

10.0%

2.6%

6.7%

2.2%

6.3%

3.2%

10.0%

5.1%

2.5%

3.2%

1.1%

1.1%

1.3%

不動産業・物品賃貸業

(N=27)

学術研究等(N=38)

宿泊業(N=10)

飲食サービス業(N=39)

生活関連サービス(N=30)

娯楽業(N=8)

教育・学習支援業(N=40)

医療(N=93)

福祉(N=95)

他サービス(N=93)

他公務(N=3)

その他(N=80)

若者や学生向けに

市内の事業所の情

報を広く提供する

能力開発や職業訓

練などの機会の充

実

U・I・Jターンの

促進

ハローワーク等関

係機関との連携に

よる就労支援

合同就職説明会・

インターシップ等

への支援

職場環境の改善・

充実への支援

女性の就労のため

の環境・条件整備

への支援

高齢者の就労の場

確保への支援

障がい者の就労の

場確保への支援

外国人労働者の確

保・受け入れ環境

整備への支援

その他
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業種別、上位２位までの回答は以下のとおりである。 

全ての業種において「若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する」が２位以内にあがってお

り、このニーズが高いことが伺える。 

 

 

その他の主な回答 

・外国人定住者を増やす  

・教育関係（学力レベルの向上、高等教育機関の誘致・開設、資格取得の支援、等） 

・就労関係（ひきこもりへの対応、廃業事業者従業員の再就職支援、生活保護受給者の就労促進、等） 

・企業誘致、カジノ等 ・税制を軽減 ・地元の魅力の底上げ。この地域で働きたいと思わせること。  

・イベント、サービス等の積極的な情報発信 ・レジャー、宿泊施設等あればよい など 

 

 

 

 

 

 

業種 1位 2位

農業・林業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する ４項目が同率で２位

鉱業・採石業・
砂利採取業

女性の就労のための環境・条件整備への支援 ４項目が同率で２位

建設業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する ハローワーク等関係機関との連携による就労支援

製造業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する 職場環境の改善・充実への支援

電気・ガス・水道 職場環境の改善・充実への支援 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する

情報通信業

運輸業・郵便業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する
職場環境の改善・充実への支援
U・I・Jターンの促進

卸売業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する
職場環境の改善・充実への支援
U・I・Jターンの促進

小売業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する 職場環境の改善・充実への支援

金融業・保険業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する ３項目が同率で２位

不動産業・物品賃貸業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する U・I・Jターンの促進

学術研究等 U・I・Jターンの促進 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する

宿泊業

飲食サービス業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する 職場環境の改善・充実への支援

生活関連サービス

娯楽業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する ６項目が同率で２位

教育・学習支援業 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する
職場環境の改善・充実への支援
U・I・Jターンの促進

医療 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する
ハローワーク等関係機関との連携による就労支援
高齢者の就労の場確保への支援

福祉 若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する ハローワーク等関係機関との連携による就労支援

若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する、U・I・Jターンの促進

若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する、職場環境の改善・充実への支援

若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する、職場環境の改善・充実への支援
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（６）人口減少について 

ア 人口減少の実感 

人口減少の実感について、「実感がある」との回答（「実感はある」＋「少し実感はある」）は

51.1％、「実感がない」との回答（「あまり実感はない」＋「実感はない」）は40.8％となっており、

「実感がない」方が回答割合が高い。 

業種別にみると、「実感がある」との回答割合が高いのは「電気・ガス・熱供給業」「情報通信業」

「生活関連サービス」「教育・学習支援業」で、逆に「実感がない」との回答割合が高いのは「卸売業」

「学術研究等」「飲食・サービス」となっている。 

 

20.7%

28.1%

22.2%

10.9%

33.3%

18.5%

12.1%

33.3%

33.3%

8.2%

19.4%

21.7%

28.6%

20.0%

19.0%

16.7%

22.7%

62.5%

38.1%

26.9%

24.0%

21.6%

19.0%

25.8%

19.1%

17.2%

14.9%

20.7%

30.4%

35.1%

29.8%

27.3%

66.7%

66.7%

27.4%

33.3%

19.0%

26.2%

33.3%

42.0%

28.6%

40.0%

19.0%

16.7%

31.8%

25.0%

75.0%

52.4%

23.1%

24.0%

31.4%

26.2%

27.0%

30.0%

30.5%

40.4%

41.4%

34.4%

26.3%

34.6%

43.2%

33.3%

38.4%

37.9%

33.3%

66.7%

49.2%

30.6%

26.1%

38.1%

33.3%

28.6%

33.3%

31.8%

6.3%

25.0%

9.5%

36.5%

38.0%

35.3%

50.0%

35.7%

32.8%

33.9%

42.2%

31.9%

31.0%

6.4%

4.1%

6.1%

7.7%

5.5%

7.6%

4.8%

6.6%

11.1%

2.9%

23.8%

13.6%

7.7%

6.0%

5.9%

7.1%

4.5%

8.8%

3.9%

6.4%

3.4%

8.1%

6.4%

7.4%

10.9%

10.3%

9.1%

9.5%

9.8%

5.6%

7.2%

4.8%

6.7%

9.5%

33.3%

6.3%

5.8%

8.0%

5.9%

50.0%

11.9%

9.8%

8.1%

6.3%

6.4%

3.4%

全体(N=750)

西部（N=171）

中央部（N=379）

東部（N=183）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=146)

製造業(N=66)

電気・ガス・水道(N=21)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=61)

卸売業(N=36)

小売業(N=69)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=22)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=52)

福祉(N=50)

他サービス(N=51)

他公務(N=2)

その他(N=42)

5名以下(N=244)

6～20名(N=283)

21～50名(N=128)

51～100名(N=47)

101名以上(N=29)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

人口減少の実感

人口が減少している実感はある 人口が減少している実感は少しある 人口が減少している実感はあまりない

人口が減少している実感はない わからない
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イ 人口減少による影響 

人口減少の影響については、「労働力不足による雇用の確保への影響」が38.1％で最も高く、次いで

「顧客の減少による売上への影響」(24.3％)、「商店・医療機関の減少など生活環境の悪化」(23.3％)と

なっている。 

 

24.3%

33.3%

18.4%

21.6%

32.4%

33.3%

19.5%

22.6%

36.2%

38.1%

33.3%

33.3%

42.5%

43.1%

37.8%

33.3%

41.6%

40.3%

32.3%

1.5%

1.5%

3.4%

2.7%

16.7%

2.4%

12.2%

16.7%

50.0%

7.9%

8.6%

5.4%

16.7%

15.0%

6.5%

10.2%

23.3%

16.7%

16.7%

29.3%

23.3%

21.6%

23.0%

29.0%

18.1%

0.5%

0.4%

0.9%

1.6%

0.8%

全体(N=1359)

農業・林業(N=6)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=6)

建設業(N=266)

製造業(N=116)

電気・ガス・水道(N=37)

情報通信業(N=6)

運輸業・郵便業(N=113)

卸売業(N=62)

小売業(N=127)

人口減少による影響 ※複数回答可

顧客の減少に

よる売り上げ

への影響

労働力不足に

よる雇用確保

への影響

地域の治安の

悪化

バス路線・便

数の減少によ

る交通環境の

悪化

商店・医療機

関の減少など

生活環境の悪

化

その他
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その他の主な回答 

・教育力の低下 ・空き地・空き家の増加 ・地域活動の衰退 ・過疎化  

・新しい変化の受け入れや、街の魅力低下  など 

28.2%

25.9%

18.9%

18.2%

36.4%

29.0%

37.5%

33.3%

28.6%

15.5%

34.1%

15.2%

28.2%

37.0%

27.0%

36.4%

38.6%

29.0%

25.0%

36.1%

35.7%

39.2%

40.7%

66.7%

38.0%

2.6%

2.7%

9.1%

2.3%

1.2%

2.1%

1.3%

20.5%

14.8%

21.6%

9.1%

11.4%

12.9%

12.5%

16.7%

14.3%

15.5%

6.6%

22.8%

20.5%

22.2%

27.0%

27.3%

11.4%

29.0%

25.0%

13.9%

20.2%

27.8%

18.7%

33.3%

20.3%

2.7%

2.5%

金融業・保険業(N=39)

不動産業・物品賃貸業(N=27)

学術研究等(N=37)

宿泊業(N=11)

飲食サービス業(N=44)

生活関連サービス(N=31)

娯楽業(N=8)

教育・学習支援業(N=36)

医療(N=84)

福祉(N=97)

他サービス(N=91)

他公務(N=3)

その他(N=79)

顧客の減少に

よる売り上げ

への影響

労働力不足に

よる雇用確保

への影響

地域の治安の

悪化

バス路線・便

数の減少によ

る交通環境の

悪化

商店・医療機

関の減少など

生活環境の悪

化

その他
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ウ 人口減少に対する施策のあり方 

人口対策に対する考え方は、「人口が増加するような対策を行うべき」が48.9％で最も高く、次いで

「現状の人口を維持するような対策を行うべき」(30.6％)となっており、現状の人口を維持もしくは増加

すべきとの意見が約８割となっている。 

業種別にみると、「電気・ガス・熱供給業」及び「飲食・サービス」では「人口減少に対する施策は必

要なく、現状の行政サービスの充実を図るべき」の回答割合が、他の業種より若干高めになっている。 

 

その他の主な回答 

・まちのコンパクト化（東西バランス、居住エリアの集中化、中心部の空洞化解消、等） 

・まちの魅力の向上（札幌、空港などベッドタウンの便利さ向上、大学や専門学校を複数誘致、等） 

・人口減少に沿った柔軟な行政サービス ・地域産業の発展と魅力のある苫小牧創造 など 

48.9%

59.1%

47.5%

41.2%

66.7%

66.7%

51.0%

58.2%

38.1%

66.7%

41.7%

60.0%

43.5%

47.4%

33.3%

42.9%

33.3%

47.8%

43.8%

50.0%

38.1%

40.0%

56.0%

49.0%

57.5%

50.6%

49.1%

42.2%

44.7%

58.6%

30.6%

25.7%

32.0%

34.1%

33.3%

33.3%

33.3%

22.4%

28.6%

33.3%

35.0%

20.0%

37.7%

36.8%

40.0%

38.1%

26.1%

37.5%

25.0%

42.9%

30.0%

26.0%

29.4%

50.0%

27.5%

29.2%

30.5%

35.9%

29.8%

31.0%

12.2%

9.4%

11.7%

15.9%

8.2%

14.9%

23.8%

16.7%

8.6%

8.7%

10.5%

13.3%

9.5%

50.0%

21.7%

6.3%

25.0%

19.0%

18.0%

8.0%

11.8%

10.0%

12.3%

11.5%

12.5%

21.3%

3.4%

6.7%

4.1%

6.9%

8.2%

6.1%

4.5%

9.5%

6.7%

5.7%

5.8%

13.3%

4.8%

16.7%

4.3%

12.5%

12.0%

8.0%

7.8%

50.0%

2.5%

5.3%

8.2%

8.6%

2.1%

1.6%

1.8%

1.9%

0.5%

1.4%

5.7%

4.3%

5.3%

4.8%

2.0%

2.0%

2.5%

2.5%

0.7%

0.8%

2.1%

6.9%

全体(N=745)

西部（N=171）

中央部（N=375）

東部（N=182）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=147)

製造業(N=67)

電気・ガス・水道(N=21)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=60)

卸売業(N=35)

小売業(N=69)

金融業・保険業(N=19)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=23)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=50)

他サービス(N=51)

他公務(N=2)

その他(N=40)

5名以下(N=243)

6～20名(N=279)

21～50名(N=128)

51～100名(N=47)

101名以上(N=29)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

人口減少対策

人口が増加するような対策を行うべき
現状の人口を維持するような対策を行うべき
人口減少に対する対策は必要なく、現状の行政サービスの充実を図るべき
わからない
その他
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（７）防災について 

ア 胆振東部地震や東日本大震災の発生による、防災対策への関心度の変化 

「関心が高まった」、「やや関心が高まった」と合わせて全体の96.8％が防災対策に対する意識が高ま

ったと回答している。属性別にみると、業種別では「金融・保険業」「宿泊業」「福祉」において「関心

が高まった」の回答割合が高くなっている。また、従業員規模別では、「51～100名」で「関心が高まっ

た」の回答割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

62.1%

65.1%

61.1%

64.6%

100.0%

33.3%

61.1%

64.2%

75.0%

33.3%

50.8%

60.0%

56.5%

95.2%

50.0%

57.1%

83.3%

50.0%

68.8%

50.0%

76.2%

52.9%

85.7%

60.8%

100.0%

61.9%

56.7%

62.5%

67.7%

80.9%

65.5%

34.7%

32.5%

35.2%

32.6%

66.7%

35.4%

32.8%

15.0%

66.7%

45.8%

40.0%

42.0%

4.8%

42.9%

28.6%

16.7%

40.9%

31.3%

50.0%

23.8%

41.2%

14.3%

37.3%

35.7%

37.9%

35.4%

29.1%

19.1%

34.5%

3.2%

2.4%

3.7%

2.8%

3.5%

3.0%

10.0%

3.4%

1.4%

7.1%

14.3%

9.1%

5.9%

2.0%

2.4%

5.4%

2.1%

3.1%

全体(N=741)

西部（N=169）

中央部（N=375）

東部（N=181）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=144)

製造業(N=67)

電気・ガス・水道(N=20)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=59)

卸売業(N=35)

小売業(N=69)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=14)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=22)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=51)

福祉(N=49)

他サービス(N=51)

他公務(N=2)

その他(N=42)

5名以下(N=240)

6～20名(N=280)

21～50名(N=127)

51～100名(N=47)

101名以上(N=29)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

防災対策への関心

関心が高まった やや高まった 変わらない
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イ 事業所での取り組みが必要と感じる防災対策 

防災対策として実際に行ったことについては、「避難場所や避難経路を確認した」 (17.2％)が最も高

く、次いで「食料や水を備蓄するようにした」(16.9％)、「緊急時の対応マニュアルや事業継続計画を整

備する」(14.9％)となっている。 

属性別にみると、従業員規模・業種によって大差はなく、従業員規模が大きくなるほど、「自主防災組

織の設置」の回答が高くなっている。

 

その他の主な回答 

・災害時での事業継続 ・訓練の実施 ・災害時の情報発信 

・災害時に起きる避難渋滞への対策。二次的に起こる問題への対策と周知。隣接エリアとの相互支援対

策。震災・津波・噴火・疫病などの定期的な周知。 

・戸建て住宅(新築、リフォーム問わず)の耐震化を図る際の補助金設定、もしくは周知拡大。 

・停電対策（発電機の設置、代替エネルギーの確保、等） 

・マニュアルや避難場所を定めてそれにとらわれた行動しか出来なくならないようする。 など 

17.2%

18.5%

17.2%

16.1%

15.6%

16.2%

16.9%

17.7%

16.8%

15.6%

17.1%

15.4%

13.4%

13.8%

13.5%

13.0%

13.3%

11.5%

14.6%

14.8%

14.3%

14.4%

14.7%

14.6%

12.5%

11.7%

13.1%

12.9%

11.4%

12.3%

14.9%

13.5%

14.8%

16.8%

15.6%

18.5%

9.7%

9.1%

9.4%

10.3%

11.4%

11.5%

0.5%

0.6%

0.5%

0.5%

0.4%

0.4%

0.3%

0.3%

0.9%

全体(N=3219)

5名以下(N=1010)

6～20名(N=1219)

21～50名(N=583)

51～100名(N=211)

101名以上(N=130)

必要な対策（従業員数別） ※複数回答可

避難場所や避難経路

の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れ

ないように固定する

自身や防災に関する

ニュース、情報など

をチェックする

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュ

アルや事業継続計画

を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策

はない（取り組んだ

ものはない）

その他
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23.1%

16.7%

18.2%

16.8%

17.7%

20.0%

17.1%

16.9%

17.8%

18.0%

15.9%

15.4%

25.0%

17.2%

16.5%

16.5%

13.3%

16.7%

16.9%

15.0%

19.1%

18.8%

15.4%

8.3%

12.0%

12.9%

12.7%

13.3%

13.2%

14.4%

15.3%

16.9%

14.5%

15.4%

16.7%

14.0%

14.2%

11.4%

20.0%

15.1%

13.8%

13.8%

13.5%

15.9%

7.7%

16.7%

11.9%

12.5%

10.1%

13.3%

13.2%

13.1%

14.1%

12.4%

11.6%

7.7%

16.7%

16.3%

15.5%

20.3%

13.3%

15.1%

15.0%

14.1%

11.2%

14.5%

15.4%

9.6%

10.9%

10.1%

6.7%

9.3%

9.4%

9.4%

9.0%

7.2%

0.5%

0.7%

0.4%

1.4%

0.3%

1.3%

0.6%

0.6%

農業・林業(N=13)

鉱業・採石業・砂利採取

業(N=12)

建設業(N=606)

製造業(N=303)

電気・ガス・水道(N=79)

情報通信業(N=15)

運輸業・郵便業(N=258)

卸売業(N=160)

小売業(N=320)

金融業・保険業(N=89)

不動産業・物品賃貸業

(N=69)

必要な対策（業種別） ※複数回答可

避難場所や避難経路の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れないよ

うに固定する

自身や防災に関するニュー

ス、情報などをチェックす

る

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュアルや

事業継続計画を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はない

（取り組んだものはない）

その他
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21.4%

17.9%

17.0%

19.0%

13.3%

17.1%

15.1%

14.6%

18.2%

18.5%

20.0%

17.9%

15.2%

19.0%

13.3%

14.4%

17.9%

15.9%

17.7%

12.5%

17.9%

17.1%

14.3%

13.4%

14.3%

13.3%

15.3%

12.3%

14.6%

13.0%

12.5%

10.4%

14.3%

14.3%

14.3%

12.7%

26.7%

15.3%

15.1%

14.6%

14.1%

25.0%

16.8%

11.4%

7.1%

13.4%

12.7%

13.3%

14.4%

14.2%

11.8%

12.5%

12.5%

9.2%

10.0%

17.9%

14.3%

14.3%

13.3%

12.6%

14.2%

15.9%

14.1%

25.0%

15.0%

5.7%

10.7%

12.5%

7.9%

6.7%

9.0%

9.9%

12.2%

8.9%

12.5%

9.2%

0.9%

0.9%

0.4%

1.0%

1.2%

0.9%

0.5%

0.5%

1.7%

学術研究等(N=70)

宿泊業(N=28)

飲食サービス業(N=112)

生活関連サービス(N=63)

娯楽業(N=15)

教育・学習支援業

(N=111)

医療(N=212)

福祉(N=246)

他サービス(N=192)

他公務(N=8)

その他(N=173)

必要な対策（業種別） ※複数回答可

避難場所や避難経路の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れないよ

うに固定する

自身や防災に関するニュー

ス、情報などをチェックす

る

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュアルや

事業継続計画を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はない

（取り組んだものはない）

その他
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ウ 実際に取り組んだ防災対策 

防災対策として実際に行ったことについては、「食料や水を備蓄する」が19.3％で最も高く、次いで

「避難場所や避難経路の確認」(19.1％)、「地震や防災に関するニュース、情報などをチェックする」

(18.8％)となっている。 

属性別にみると、従業員規模別では、従業員規模が大きくなるほど、「事業所建物の耐震化」の割合が

高くなる。また、業種別では、「避難場所や避難経路の確認」ではどの業種も回答割合が高くなっている

が、「事業所建物の耐震化」や「自主防災組織の設置」の項目では回答割合に差が出ている。

 

 

その他の主な回答 

・停電対策（電源喪失時に備えた非常用発電機の設置 等） 

・業務電子データの分散配置 ・データのクラウド化 ・毎月の避難訓練の実施 など 

19.1%

20.3%

18.7%

18.5%

19.8%

16.4%

19.3%

20.8%

20.1%

16.9%

17.3%

17.3%

14.8%

17.3%

14.1%

13.5%

13.6%

12.7%

18.8%

22.3%

19.1%

16.9%

13.6%

13.6%

4.3%

3.2%

4.3%

4.5%

4.9%

9.1%

13.7%

7.9%

13.7%

18.7%

17.9%

18.2%

7.5%

5.3%

7.1%

8.2%

11.1%

12.7%

2.0%

2.6%

2.6%

1.6%

0.6%

0.5%

0.4%

0.1%

1.3%

1.2%

全体(N=1915)

5名以下(N=533)

6～20名(N=700)

21～50名(N=379)

51～100名(N=162)

101名以上(N=110)

実際に取り組んだ対策（従業員数別） ※複数回答可

避難場所や避難経路の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れないよう

に固定する

自身や防災に関するニュー

ス、情報などをチェックする

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュアルや事

業継続計画を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はない

（取り組んだものはない）

その他
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18.2%

22.2%

17.8%

21.6%

14.5%

16.7%

20.1%

21.9%

20.3%

22.1%

17.1%

18.2%

11.1%

20.1%

19.5%

21.7%

16.7%

18.8%

17.8%

15.8%

23.5%

14.3%

9.1%

11.1%

16.2%

12.4%

17.4%

8.3%

12.1%

13.7%

18.6%

13.2%

14.3%

27.3%

22.2%

23.8%

16.8%

11.6%

16.7%

16.1%

27.4%

18.6%

11.8%

20.0%

4.3%

3.8%

7.2%

8.3%

5.4%

2.7%

2.3%

8.8%

5.7%

18.2%

22.2%

9.2%

14.1%

14.5%

16.7%

17.4%

12.3%

13.0%

17.6%

14.3%

9.1%

5.0%

9.7%

10.1%

16.7%

6.7%

4.1%

7.3%

2.9%

8.6%

11.1%

3.3%

2.2%

2.9%

3.4%

2.3%

5.7%

0.3%

1.7%

農業・林業(N=11)

鉱業・採石業・砂利採取

業(N=9)

建設業(N=303)

製造業(N=185)

電気・ガス・水道(N=69)

情報通信業(N=12)

運輸業・郵便業(N=149)

卸売業(N=73)

小売業(N=177)

金融業・保険業(N=68)

不動産業・物品賃貸業

(N=35)

実際に取り組んだ対策（業種別） ※複数回答可

避難場所や避難経路の確

認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れない

ように固定する

自身や防災に関する

ニュース、情報などを

チェックする

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュアル

や事業継続計画を整備す

る

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はな

い（取り組んだものはな

い）

その他
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17.1%

13.3%

15.7%

24.2%

30.0%

19.1%

20.2%

18.4%

17.3%

20.0%

17.7%

20.0%

25.5%

18.2%

20.0%

17.0%

23.2%

18.9%

20.2%

20.0%

19.4%

22.9%

13.3%

17.6%

27.3%

10.0%

13.8%

13.1%

13.4%

12.5%

20.0%

13.7%

14.3%

26.7%

25.5%

12.1%

20.0%

18.1%

22.2%

17.1%

16.3%

17.7%

5.7%

6.7%

6.1%

10.0%

4.3%

2.0%

3.2%

6.7%

5.6%

8.6%

13.3%

13.7%

9.1%

10.0%

17.0%

8.1%

16.6%

15.4%

20.0%

15.3%

2.9%

13.3%

2.0%

3.0%

9.6%

8.1%

11.5%

6.7%

20.0%

9.7%

5.7%

13.3%

3.0%

0.5%

2.9%

2.9%

1.1%

0.5%

1.9%

0.8%

学術研究等(N=35)

宿泊業(N=15)

飲食サービス業(N=51)

生活関連サービス(N=33)

娯楽業(N=10)

教育・学習支援業(N=94)

医療(N=99)

福祉(N=217)

他サービス(N=104)

他公務(N=5)

その他(N=124)

実際に取り組んだ対策（業種別） ※複数回答可

避難場所や避難経路

の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器等が倒れ

ないように固定する

自身や防災に関する

ニュース、情報など

をチェックする

事業所建物の耐震化

緊急時の対応マニュ

アルや事業継続計画

を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策

はない（取り組んだ

ものはない）

その他
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（８）新型コロナウイルス感染症の影響について 

ア 新型コロナウイルス感染症の影響 

＜事業＞ 

 新型コロナウイルス感染症の事業への影響について、「変わらない」との回答が71.6％で最も高く、

「縮小した」が25.7％で次に高かった。 

 属性別にみると、「金融業・保険業」で「拡大した」の回答が15.8％と他の業種より高くなっていた。

一方で「農業・林業」、「生活関連サービス」、「娯楽業」では、「縮小した」の回答が５割を超えてい

た。 

 

 

 

25.7%

29.3%

26.3%

19.3%

66.7%

23.8%

18.8%

21.1%

33.3%

29.3%

34.3%

32.3%

15.8%

20.0%

20.0%

16.7%

36.4%

53.3%

50.0%

33.3%

19.6%

20.4%

28.0%

50.0%

19.0%

31.8%

26.1%

14.4%

13.0%

32.1%

2.1%

3.0%

1.9%

1.7%

0.7%

3.1%

3.4%

3.1%

3.1%

15.8%

4.5%

2.0%

4.0%

0.4%

3.3%

0.8%

6.5%

3.6%

71.6%

66.5%

71.3%

78.4%

33.3%

100.0%

75.5%

78.1%

78.9%

66.7%

67.2%

62.5%

64.6%

68.4%

80.0%

80.0%

83.3%

59.0%

46.7%

50.0%

66.7%

78.4%

79.6%

68.0%

50.0%

81.0%

66.1%

70.3%

85.6%

78.3%

64.3%

全体(N=724)

西部（N=165）

中央部（N=367）

東部（N=175）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=144)

製造業(N=65)

電気・ガス・水道(N=19)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=57)

卸売業(N=32)

小売業(N=66)

金融業・保険業(N=20)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=20)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=21)

生活関連サービス(N=15)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=48)

他サービス(N=50)

他公務(N=2)

その他(N=41)

5名以下(N=234)

6～20名(N=274)

21～50名(N=125)

51～100名(N=45)

101名以上(N=28)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

コロナの影響（事業）

縮小した 拡大した 変わらない
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＜売上・集客＞ 

 全体では、「減少した」が55.8%と最も高く、次いで「変わらない」(40.5%)、「増加した」(3.8%)とな

っていた。 

 属性別にみると、「東部」で「変わらない」が他の地域より高くなっていた。業種別では、「情報通信

業」、「娯楽業」で「増加した」の回答が約３割となっているのに対し、「宿泊業」、「飲食サービス

業」では「減少した」がほぼ100%となっていた。 

 

 

55.8%

60.5%

58.3%

44.9%

66.7%

66.7%

49.3%

50.8%

42.9%

33.3%

62.1%

69.7%

67.7%

42.1%

33.3%

50.0%

100.0%

95.7%

80.0%

75.0%

42.9%

52.9%

41.7%

58.8%

50.0%

66.5%

54.3%

41.6%

45.7%

53.6%

3.8%

4.8%

3.0%

4.5%

1.4%

6.2%

4.8%

33.3%

5.2%

3.0%

6.2%

15.8%

25.0%

4.8%

3.9%

4.2%

2.0%

2.4%

1.3%

5.1%

3.2%

8.7%

7.1%

40.5%

35.9%

38.8%

50.0%

33.3%

33.3%

49.3%

44.6%

52.4%

33.3%

34.5%

27.3%

24.6%

47.4%

66.7%

45.0%

20.0%

52.4%

43.1%

54.2%

39.2%

100.0%

45.2%

32.6%

40.6%

55.2%

45.7%

39.3%

全体(N=724)

西部（N=165）

中央部（N=367）

東部（N=175）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=144)

製造業(N=65)

電気・ガス・水道(N=19)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=57)

卸売業(N=32)

小売業(N=66)

金融業・保険業(N=20)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=20)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=21)

生活関連サービス(N=15)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=48)

他サービス(N=50)

他公務(N=2)

その他(N=41)

5名以下(N=234)

6～20名(N=274)

21～50名(N=125)

51～100名(N=45)

101名以上(N=28)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

コロナの影響（売上・集客）

減少した 増加した 変わらない
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＜人員＞ 

 全体では、「変わらない」が81.3%と最も高く、次いで「減少した」(16.7%)、「増加した」(1.9%)とな

っていた。 

 属性別では、「東部」で「変わらない」の回答が他の地域より高くなっているほか、「情報通信業」、

「宿泊業」、「飲食サービス業」で「減少した」が他の業種より高くなっていた。 

 

 

 

16.7%

22.2%

16.8%

9.1%

16.0%

12.3%

4.8%

66.7%

17.2%

3.0%

23.1%

5.3%

6.7%

5.0%

60.0%

47.8%

26.7%

25.0%

4.8%

11.8%

14.6%

27.5%

11.9%

22.0%

13.0%

12.8%

6.5%

25.0%

1.9%

2.4%

1.9%

0.6%

1.4%

1.5%

3.4%

3.0%

3.1%

5.3%

6.7%

2.0%

2.0%

2.2%

2.4%

6.5%

81.3%

75.4%

81.3%

90.3%

100.0%

100.0%

82.6%

86.2%

95.2%

33.3%

79.3%

93.9%

73.8%

89.5%

86.7%

95.0%

40.0%

52.2%

73.3%

75.0%

95.2%

86.3%

85.4%

70.6%

100.0%

88.1%

78.0%

84.8%

84.8%

87.0%

75.0%

全体(N=724)

西部（N=165）

中央部（N=367）

東部（N=175）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=144)

製造業(N=65)

電気・ガス・水道(N=19)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=57)

卸売業(N=32)

小売業(N=66)

金融業・保険業(N=20)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=20)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=21)

生活関連サービス(N=15)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=48)

他サービス(N=50)

他公務(N=2)

その他(N=41)

5名以下(N=234)

6～20名(N=274)

21～50名(N=125)

51～100名(N=45)

101名以上(N=28)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

コロナの影響（人員）

減少した 増加した 変わらない
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＜資金繰り＞ 

 全体では、「変わらない」が66.3%と最も高く、次いで「悪化した」(31.2%)、「好転した」(2.5%)とな

っている。 

 属性別では、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「宿泊業」、「飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス」、「娯楽業」で他の業種より「悪化した」の回答が高くなっていた。 

 

 

 

31.2%

36.7%

30.5%

25.3%

33.3%

66.7%

22.2%

24.6%

21.1%

29.8%

37.5%

43.9%

10.0%

13.3%

20.0%

83.3%

95.2%

73.3%

75.0%

28.6%

24.0%

25.0%

32.0%

24.4%

44.4%

24.1%

24.0%

17.8%

28.6%

2.5%

3.6%

1.9%

2.9%

33.3%

2.1%

3.1%

5.3%

3.1%

4.5%

10.0%

5.0%

2.1%

2.0%

0.9%

3.3%

0.8%

11.1%

3.6%

66.3%

59.6%

67.6%

71.8%

33.3%

33.3%

75.7%

72.3%

78.9%

100.0%

64.9%

59.4%

51.5%

80.0%

86.7%

75.0%

16.7%

4.8%

26.7%

25.0%

71.4%

76.0%

72.9%

66.0%

100.0%

75.6%

54.7%

72.6%

75.2%

71.1%

67.9%

全体(N=724)

西部（N=165）

中央部（N=367）

東部（N=175）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=144)

製造業(N=65)

電気・ガス・水道(N=19)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=57)

卸売業(N=32)

小売業(N=66)

金融業・保険業(N=20)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=20)

宿泊業(N=6)

飲食サービス業(N=21)

生活関連サービス(N=15)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=21)

医療(N=50)

福祉(N=48)

他サービス(N=50)

他公務(N=2)

その他(N=41)

5名以下(N=234)

6～20名(N=274)

21～50名(N=125)

51～100名(N=45)

101名以上(N=28)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

コロナの影響（資金繰り）

悪化した 好転した 変わらない
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イ 事業継続のために取り組んだこと 

 全体では、「現状を継続」が24.5%と最も高く、次いで「オンラインの活用」(17.9%)、「国・道・市の

支援策の活用」(17.2%)となっている。 

 従業員数別では、「51～100名」、「101名以上」で「テレワークの活用」が他より高くなっていた。業

種別では、「情報通信業」、「金融業・保険業」で「テレワークの活用」が、「教育・学習支援業」で

「オンラインの活用」が、「医療」で「現状の継続」がそれぞれ他より高くなっていた。 

 

 

その他の主な回答 

・現事業以外への進出や現事業の維持・継続をできる人財を創出するために、自分も含めた人材の育成

に力を入れています。  

・従業員の増員 ・資格取得 ・経費削減 ・新規設備の導入 ・生活応援のためのセール実施 

・感染予防対策（休憩所の拡大、宴会の中止、感染症の勉強会、会議等のオンライン化、等） 

・給与関係（賞与減額、従業員へコロナ対策費として手当を支給、給与昇給、等） など 

5.4%

7.8%

4.7%

2.8%

2.4%

4.2%

3.2%

3.5%

3.8%

1.4%

1.2%

2.8%

3.3%

3.8%

3.0%

3.2%

3.6%

2.8%

2.3%

4.0%

1.7%

1.8%

1.2%

4.6%

7.8%

3.4%

2.8%

1.4%

17.9%

11.1%

18.3%

22.5%

28.9%

31.9%

10.0%

6.3%

10.6%

10.6%

19.3%

18.1%

6.4%

4.5%

6.4%

6.9%

8.4%

13.9%

3.7%

3.0%

3.0%

6.0%

3.6%

5.6%

17.2%

19.4%

14.9%

18.8%

16.9%

9.7%

24.5%

27.5%

28.3%

22.0%

12.0%

8.3%

1.5%

1.0%

1.9%

1.4%

2.4%

1.4%

全体(N=1271)

5名以下(N=396)

6～20名(N=470)

21～50名(N=218)

51～100名(N=83)

101名以上(N=72)

従
業

員
数

事業継続のための取組（従業員数別） ※複数回答可

事業の縮小

事業の拡大

事業の転換

事業の承継

従業員・給与の削減

オンラインの活用

テレワークの推進

経営や営業システムの

デジタル化

キャッシュレス決済の

導入

国・道・市の支援策の

活用

現状を継続

その他
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4.4%

5.2%

11.1%

6.9%

4.9%

9.1%

3.1%

2.1%

2.9%

1.1%

9.1%

2.4%

4.9%

25.0%

0.9%

5.2%

2.3%

10.6%

7.3%

3.5%

2.1%

2.9%

1.1%

3.0%

2.4%

4.5%

20.0%

2.6%

2.1%

4.6%

6.1%

4.9%

2.4%

15.0%

26.8%

20.6%

22.2%

17.2%

13.6%

18.7%

29.3%

22.7%

11.0%

10.3%

11.8%

33.3%

13.8%

10.6%

8.9%

26.8%

13.6%

6.6%

7.2%

14.7%

22.2%

2.3%

6.1%

6.5%

12.2%

13.6%

2.2%

2.1%

2.9%

3.4%

4.5%

8.9%

9.8%

40.0%

50.0%

17.6%

7.2%

11.8%

11.1%

14.9%

16.7%

13.0%

2.4%

9.1%

40.0%

25.0%

31.3%

27.8%

32.4%

29.9%

19.7%

20.3%

12.2%

27.3%

1.8%

2.1%

2.3%

1.6%

農業・林業(N=5)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=4)

建設業(N=227)

製造業(N=97)

電気・ガス・水道(N=34)

情報通信業(N=9)

運輸業・郵便業(N=87)

卸売業(N=66)

小売業(N=123)

金融業・保険業(N=41)

不動産業・物品賃貸業(N=22)

業
種

事業継続のための取組（業種別） ※複数回答可

事業の縮小

事業の拡大

事業の転換

事業の承継

従業員・給与の削減

オンラインの活用

テレワークの推進

経営や営業システム

のデジタル化

キャッシュレス決済

の導入

国・道・市の支援策

の活用

現状を継続

その他
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5.6%

10.3%

13.8%

4.8%

2.7%

4.2%

12.6%

5.3%

13.3%

8.6%

3.4%

16.7%

2.4%

1.4%

1.0%

2.3%

6.6%

6.7%

2.7%

6.9%

16.7%

4.8%

1.0%

4.6%

2.6%

3.3%

5.4%

1.7%

3.4%

2.1%

3.4%

2.6%

2.7%

16.7%

10.3%

10.3%

16.7%

2.4%

1.4%

2.1%

8.0%

6.6%

13.3%

13.5%

11.1%

8.6%

6.9%

38.1%

13.5%

24.0%

12.6%

33.3%

22.4%

10.0%

16.2%

11.1%

1.7%

9.5%

8.3%

8.0%

17.1%

5.4%

5.6%

5.2%

6.9%

4.8%

8.1%

6.3%

3.4%

33.3%

3.9%

3.3%

2.7%

11.1%

6.9%

2.4%

6.8%

2.1%

1.1%

1.3%

3.3%

16.2%

33.3%

31.0%

31.0%

16.7%

21.4%

21.6%

25.0%

18.4%

10.5%

23.3%

32.4%

5.6%

6.9%

24.1%

33.3%

9.5%

40.5%

22.9%

24.1%

33.3%

18.4%

23.3%

2.7%

1.7%

4.1%

1.0%

1.1%

2.6%

学術研究等(N=37)

宿泊業(N=18)

飲食サービス業(N=58)

生活関連サービス(N=29)

娯楽業(N=6)

教育・学習支援業(N=42)

医療(N=74)

福祉(N=96)

他サービス(N=87)

他公務(N=3)

その他(N=76)

不明

業
種

事業の縮小

事業の拡大

事業の転換

事業の承継

従業員・給与の削減

オンラインの活用

テレワークの推進

経営や営業システム

のデジタル化

キャッシュレス決済

の導入

国・道・市の支援策

の活用

現状を継続

その他
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ウ 今後必要な支援 

 全体では、「感染症拡大防止対策への支援」が16.7％と最も高く、次いで「支援金、公共料金の減免等

の支援」(15.5％)となっていた。 

属性別では、従業員数が少ないほど「支援金、公共料金の減免等の支援」の回答割合が高くなってい

る。 

 

その他の主な回答 

・休業に対する支援だけでなく 休業させない事に対する支援助成の創造 

・コロナ感染者の情報提供 ・公共工事において、零細工事店の利益を確保してほしい。 

・条件に当てはまらない事業所も間接的に影響を受けているので、グレーゾーンに対しての支援が必要 

・公共投資の量的確保 ・カーボンニュートラルについての支援  など 

9.5%

13.6%

9.0%

8.3%

3.5%

1.5%

10.7%

8.8%

10.6%

13.2%

15.9%

9.1%

8.3%

8.1%

7.1%

10.8%

8.0%

7.6%

3.8%

4.0%

3.4%

2.8%

5.3%

4.5%

15.5%

20.9%

13.6%

10.8%

11.5%

13.6%

16.7%

13.2%

18.8%

19.1%

15.9%

16.7%

8.4%

5.1%

8.7%

10.8%

11.5%

16.7%

12.7%

12.8%

13.6%

9.7%

12.4%

13.6%

6.4%

4.8%

5.8%

9.0%

9.7%

10.6%

2.0%

2.4%

2.2%

1.7%

0.9%

1.5%

5.4%

5.7%

6.3%

3.5%

5.3%

4.5%

0.7%

0.6%

1.0%

0.3%

全体(N=1679)

5名以下(N=545)

6～20名(N=623)

21～50名(N=288)

51～100名(N=113)

101名以上(N=66)

従
業

員
数

今後必要な支援（従業員数別）※複数回答可

融資に係る支援

設備投資・販路拡大への支援（デジタ

ル化、販路拡大の支援等）

消費活動活性化への支援（イベント開

催、プレミアム付き商品券等）

観光の支援（観光客誘客、旅行支援

等）

支援金、公共料金の減免等の支援

感染症拡大防止対策への支援（感染防

止等に係る費用への支援等）

採用の支援（合同就職説明会、マッチ

ング支援等）

雇用維持の支援（休業への支援等）

働き方改革への支援（新たな休暇制度

の創出やテレワークの環境整備、社内

ルール見直し等）

相談窓口、事業者コミュニティを形成

する場所の支援（専門員との相談、事

業者交流、コワーキングスペース等）

特段の支援は求めていない

その他
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14.5%

8.3%

12.0%

10.7%

11.1%

8.9%

8.1%

4.0%

14.3%

33.3%

9.9%

15.8%

22.0%

22.2%

8.1%

17.3%

10.1%

8.1%

4.0%

28.6%

8.6%

6.0%

11.1%

6.0%

9.9%

16.5%

10.8%

12.0%

14.3%

2.2%

0.8%

4.0%

6.7%

2.5%

5.7%

8.1%

8.0%

28.6%

16.7%

14.8%

13.5%

12.0%

18.1%

18.5%

20.3%

8.1%

4.0%

14.3%

16.7%

11.1%

14.3%

14.0%

11.1%

13.4%

13.6%

13.3%

13.5%

16.0%

9.9%

12.0%

2.0%

22.2%

8.1%

6.2%

7.0%

2.7%

16.0%

16.7%

14.2%

11.3%

8.0%

16.1%

11.1%

8.9%

10.8%

16.0%

5.9%

8.3%

12.0%

22.2%

8.1%

7.4%

3.8%

10.8%

8.0%

1.5%

1.5%

11.1%

0.7%

1.3%

5.4%

4.0%

16.7%

6.8%

7.5%

10.0%

4.0%

2.5%

3.8%

13.5%

8.0%

0.6%

0.8%

4.0%

0.6%

農業・林業(N=7)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=6)

建設業(N=324)

製造業(N=133)

電気・ガス・水道(N=50)

情報通信業(N=9)

運輸業・郵便業(N=149)

卸売業(N=81)

小売業(N=158)

金融業・保険業(N=37)

不動産業・物品賃貸業(N=25)

業
種

今後必要な支援（業種別） ※複数回答可

融資に係る支援

設備投資・販路拡大への支援（デ

ジタル化、販路拡大の支援等）

消費活動活性化への支援（イベン

ト開催、プレミアム付き商品券

等）

観光の支援（観光客誘客、旅行支

援等）

支援金、公共料金の減免等の支援

感染症拡大防止対策への支援（感

染防止等に係る費用への支援等）

採用の支援（合同就職説明会、

マッチング支援等）

雇用維持の支援（休業への支援

等）

働き方改革への支援（新たな休暇

制度の創出やテレワークの環境整

備、社内ルール見直し等）

相談窓口、事業者コミュニティを

形成する場所の支援（専門員との

相談、事業者交流、コワーキング

スペース等）

特段の支援は求めていない

その他
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14.6%

23.5%

14.3%

14.3%

10.0%

2.3%

7.1%

1.7%

8.0%

7.1%

14.6%

5.9%

11.1%

8.6%

20.0%

6.8%

7.1%

7.8%

12.4%

25.0%

8.1%

2.4%

5.9%

6.3%

11.4%

10.0%

13.6%

0.9%

7.0%

8.0%

10.1%

17.6%

4.8%

5.7%

10.0%

2.3%

0.9%

4.4%

7.1%

12.2%

17.6%

25.4%

17.1%

20.0%

13.6%

14.2%

12.2%

16.8%

12.1%

17.1%

12.7%

14.3%

10.0%

29.5%

29.2%

35.7%

13.3%

50.0%

20.2%

2.4%

5.9%

4.8%

2.9%

9.1%

7.1%

13.9%

9.7%

7.1%

12.2%

23.5%

14.3%

11.4%

11.4%

17.7%

11.3%

11.5%

11.1%

4.9%

1.6%

10.0%

9.1%

7.1%

6.1%

6.2%

25.0%

7.1%

4.9%

3.2%

5.7%

2.3%

1.8%

3.5%

3.5%

3.0%

12.2%

8.6%

10.0%

6.2%

6.2%

7.1%

2.4%

1.6%

0.9%

0.9%

学術研究等(N=41)

宿泊業(N=17)

飲食サービス業(N=63)

生活関連サービス(N=35)

娯楽業(N=10)

教育・学習支援業(N=44)

医療(N=113)

福祉(N=115)

他サービス(N=113)

他公務(N=4)

その他(N=99)

業
種

今後必要な支援（業種別） ※複数回答可

融資に係る支援

設備投資・販路拡大への支援（デ

ジタル化、販路拡大の支援等）

消費活動活性化への支援（イベン

ト開催、プレミアム付き商品券

等）

観光の支援（観光客誘客、旅行支

援等）

支援金、公共料金の減免等の支援

感染症拡大防止対策への支援（感

染防止等に係る費用への支援等）

採用の支援（合同就職説明会、

マッチング支援等）

雇用維持の支援（休業への支援

等）

働き方改革への支援（新たな休暇

制度の創出やテレワークの環境整

備、社内ルール見直し等）

相談窓口、事業者コミュニティを

形成する場所の支援（専門員との

相談、事業者交流、コワーキング

スペース等）

特段の支援は求めていない

その他

-50-



（９）カーボンニュートラルについて 

 全体では、「何も検討していない」が52.1％と最も高く、何らかの取り組みを開始している（「具体的

に取り組みを開始した」、「目標や中間目標を設定した」、「目標や取組を検討中」の合計）のは25.3％

となっている。 

 属性別では、従業員数が51名以上で何らかの取り組みを開始している割合が高くなっている。 

 

4.0%

2.4%

3.5%

5.3%

1.4%

7.8%

14.3%

5.4%

9.1%

1.4%

28.6%

4.8%

6.3%

2.1%

2.1%

2.1%

4.0%

2.4%

8.9%

11.1%

1.9%

1.8%

2.2%

1.2%

1.4%

3.1%

1.8%

3.0%

14.3%

4.8%

4.1%

2.4%

0.4%

2.6%

0.8%

2.2%

11.1%

19.4%

13.3%

20.1%

25.1%

33.3%

33.3%

24.1%

33.3%

16.1%

21.2%

20.3%

9.5%

33.3%

19.0%

40.0%

4.8%

18.8%

5.0%

6.3%

8.3%

22.4%

22.0%

14.0%

19.9%

23.8%

33.3%

22.2%

22.6%

25.3%

22.0%

21.1%

22.0%

28.6%

23.2%

18.2%

20.3%

23.8%

33.3%

14.3%

28.6%

43.8%

25.0%

35.0%

27.1%

16.3%

17.1%

27.5%

19.5%

20.6%

24.4%

14.8%

52.1%

57.2%

52.3%

47.4%

66.7%

66.7%

51.1%

43.8%

23.8%

100.0%

53.6%

48.5%

58.0%

23.8%

33.3%

57.1%

60.0%

66.7%

31.3%

75.0%

60.0%

64.6%

54.2%

57.1%

100.0%

58.5%

55.9%

54.0%

52.4%

31.1%

40.7%

全体(N=722)

西部（N=166）

中央部（N=369）

東部（N=171）

農業・林業(N=3)

鉱業・採石業・砂利採取業(N=3)

建設業(N=141)

製造業(N=64)

電気・ガス・水道(N=21)

情報通信業(N=3)

運輸業・郵便業(N=56)

卸売業(N=33)

小売業(N=69)

金融業・保険業(N=21)

不動産業・物品賃貸業(N=15)

学術研究等(N=21)

宿泊業(N=5)

飲食サービス業(N=21)

生活関連サービス(N=16)

娯楽業(N=4)

教育・学習支援業(N=20)

医療(N=48)

福祉(N=48)

他サービス(N=49)

他公務(N=2)

その他(N=41)

5名以下(N=236)

6～20名(N=272)

21～50名(N=126)

51～100名(N=45)

101名以上(N=27)

所
在

地
業

種
従

業
員

数

カーボンニュートラルへの取組

具体的に取組を開始した 目標や中間目標を設定した

目標や取組を検討中 動き出したいが、何から始めたらよいかわからない

何も検討していない
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